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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 （百万円） 19,676 23,317 24,775 27,947 24,461

経常利益 （百万円） 855 812 1,408 2,371 2,643

親会社株主に帰属する当

期純利益
（百万円） 614 676 941 1,542 2,115

包括利益 （百万円） 1,627 1,382 2,400 708 2,091

純資産額 （百万円） 15,902 17,048 19,294 19,840 21,721

総資産額 （百万円） 25,508 26,554 29,242 29,113 30,633

１株当たり純資産額 （円） 2,262.10 2,427.15 1,373.47 1,412.40 1,546.29

１株当たり当期純利益金

額
（円） 86.74 96.34 67.00 109.77 150.57

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 86.39 － － － －

自己資本比率 （％） 62.3 64.2 66.0 68.2 70.9

自己資本利益率 （％） 4.1 4.1 5.2 7.9 10.2

株価収益率 （倍） 10.5 8.3 9.5 8.3 8.3

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 576 92 1,505 2,167 3,797

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △1,091 △271 △1,264 △450 △1,060

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 52 △141 △109 △722 △663

現金及び現金同等物の期

末残高
（百万円） 3,057 3,324 3,904 4,688 6,751

従業員数
（人）

2,943 2,885 2,646 2,491 2,521

(外、平均臨時雇用者数) (235) (267) (248) (557) (595)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．第73期、第74期、第75期及び第76期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　　　　３．平成28年２月４日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。これに伴い、第

74期連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純

利益金額を算定しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 （百万円） 10,008 10,824 11,059 11,700 11,044

経常利益 （百万円） 629 406 560 493 740

当期純利益 （百万円） 654 466 388 283 600

資本金 （百万円） 1,555 1,555 1,555 1,555 1,555

発行済株式総数 （千株） 8,813 8,813 8,813 17,627 17,627

純資産額 （百万円） 11,879 12,265 12,661 12,641 13,172

総資産額 （百万円） 18,302 18,595 18,956 19,151 19,630

１株当たり純資産額 （円） 1,691.23 1,746.17 901.34 899.93 937.69

１株当たり配当額

（円）

22.00 22.00 22.00 20.00 18.50

（うち１株当たり中間配

当額）
(10.00) (10.00) (10.00) (11.00) (6.00)

１株当たり当期純利益金

額
（円） 92.36 66.36 27.66 20.18 42.74

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 91.97 － － － －

自己資本比率 （％） 64.9 66.0 66.8 66.0 67.1

自己資本利益率 （％） 5.6 3.9 3.1 2.2 4.7

株価収益率 （倍） 9.8 12.0 23.0 45.0 29.3

配当性向 （％） 23.8 33.2 39.8 71.9 43.3

従業員数
（人）

393 377 368 364 360

(外、平均臨時雇用者数) (102) (101) (96) (93) (94)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．第73期、第74期、第75期及び第76期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　　　　３．平成28年２月４日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。これに伴い、第

74期事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益

金額を算定しております。また、第75期の１株当たり配当額については、中間配当額11円（株式分割前）

に、期末の配当額９円（株式分割後）を加えた金額となっております。
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２【沿革】

年月 事項

昭和23年９月 平河電線株式会社を東京都品川区東中延一丁目365番に設立して電線の製造及び販売開始

昭和28年２月 本社及び工場を東京都品川区東中延一丁目365番から大田区大森西四丁目６番28号へ移転

昭和36年６月 中期５ヵ年計画の初年度計画として、生産の増強を図るため、茨城工場を茨城県猿島郡総和町東

牛谷1144番に設置して製造を開始（現在は古河事業所）

昭和46年12月 ポリエチレンの弱点である高温による軟化、溶融、変形をカバーするため、照射架橋ポリエチレ

ン絶縁シールド線用の電子線照射架橋装置を茨城工場に設置して製造を開始（現在は古河事業

所）

昭和47年６月 電線端末加工部門を独立させ、株式会社ワイヤープロセスを新潟県西蒲原郡西川町旗屋269番に

設立（現在は新潟工場）

昭和48年１月 成型部門を独立させ、株式会社ワイヤーモールドを静岡県周智郡森町天宮501番に設立

昭和48年４月 株式会社ワイヤーコンパウンドを群馬県勢多郡新里村大字山上1375番に設立

昭和55年３月 アジア地域への電源コードの製造販売を目的としてWIRE MOLD (HONG KONG) LTD.を香港に設立

（現在は社名を変更し福泰克香港有限公司）

昭和56年８月 台湾の台北縣土城市の北上電機股份有限公司に出資して経営参加（現在は社名を変更し台湾福泰

克股份有限公司）

昭和63年７月 アメリカ地域への販売を目的としてHIKAM AMERICA,INC.をアメリカのカルフォルニア州サンディ

エゴ郡チュラビスタ市に設立

昭和63年10月 HIKAM AMERICA INC.の製造会社としてHIKAM ELECTRONICA DE MEXICO,S.A.DE C.V.をメキシコの

バハカルフォルニア州メヒカリ市に設立

平成元年８月 株式会社新潟電子（現在は子会社）を株式会社ワイヤープロセス（現在は新潟工場）の子会社化

平成２年10月 関係会社の整備を目的として株式会社ワイヤープロセス（現在は新潟工場及び桃生工場）及び株

式会社ワイヤーモールドを吸収合併し、社名を平河電線株式会社から平河ヒューテック株式会社

に変更

平成３年５月 本社を東京都大田区大森西四丁目６番28号から東京都品川区南大井六丁目26番２号大森ベルポー

トＢ館７階へ移転

平成４年２月 北上電機股份有限公司を台湾福泰克股份有限公司に社名変更

平成５年５月 LTK INDUSTRIES LTD.との合弁会社福泰克-楽庭有限公司を香港に設立

平成６年３月 HEWTECH SINGAPORE PTE LTD.をシンガポールに設立

平成６年８月 本社を東京都品川区南大井六丁目26番２号から東京都品川区南大井三丁目28番10号へ移転（現在

地）

平成７年11月 福泰克（連雲港）電線有限公司（現在は福泰克（連雲港）電子有限公司）及びＬＡＮ製品の開発

と製造を目的に連雲港杰瑞福泰克電子有限公司（現在は福泰克（連雲港）電子有限公司）を中国

の江蘇省連雲港に設立

平成９年10月 連雲港杰瑞福泰克電子有限公司を連雲港平河電子有限公司（現在は福泰克（連雲港）電子有限公

司）に社名変更

平成13年10月 HIKAM AMERICA INC.の製造会社としてHIKAM TECNOLOGIA DE SINALOA,S.A.DE C.V.をメキシコの

シナロア州のグアサベ市に設立

平成14年４月 福泰克（呉江）電子有限公司を中国の江蘇省呉江に設立

平成15年１月 上海河拓克貿易有限公司を中国の上海市に設立

平成15年９月 福泰克（連雲港）電子輻照有限公司を中国の江蘇省連雲港に設立

平成17年６月 福泰克（連雲港）電子輻照有限公司を福泰克（連雲港）電線有限公司が吸収合併

平成17年12月 福泰克（連雲港）電線有限公司を福泰克（連雲港）電子有限公司に社名変更

平成18年２月 上海河拓克貿易有限公司を中国の上海から江蘇省へ移転

平成18年５月 東京証券取引所市場第２部上場

平成18年９月 連雲港平河電子有限公司を福泰克（連雲港）電子有限公司が吸収合併

平成18年９月 HEWTECH（THAILAND）CO.,LTD.をタイのアユタヤに設立

平成19年２月 上海河拓克貿易有限公司を中国の江蘇省から上海へ移転

平成19年９月 東京証券取引所市場第１部上場

平成19年11月 福泰克（深圳）電子有限公司を香港に設立

平成23年６月 福泰克（呉江）電子有限公司を福泰克（連雲港）電子有限公司が吸収合併

平成23年７月 四国電線株式会社を子会社化

平成23年７月 HEWTECH PHILIPPINES CORP.をフィリピン共和国に設立

平成25年２月 福泰克（深圳）電子有限公司を中国の広東省深圳市に設立

平成27年２月 HEWTECH(BANGKOK)CO.,LTD.をタイのバンコクに設立
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社19社により構成されており、電気・電子産業を支えるエ

レクトリックワイヤーの全般と光中継システム等の伝送・放送機器及び電線ケーブル技術を応用した医療チューブ等の

製品の開発・設計・製造・販売・サービスを主たる業務としております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の２事業は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメン

ト情報の区分と同一であります。

(1）「電線・加工品」………このセグメントに含まれる品目は、機器用電線・加工品、ファインケーブル・加工品、

電源コード・電源パーツ、ワイヤーハーネスであります。

また、主要な製品はデジタル機器用ケーブル、高周波同軸ケーブル、車載用ケーブル、半

導体製造装置関連ケーブル、携帯電話及び無線基地局用ケーブル、エネルギー産業関連

ケーブル、電源コード等であります。

機器用電線・加工品

…当社が製造・販売するほか、国内では四国電線㈱が製造・販売しております。アジアで

は四国電線（東莞）有限公司及びSHIKOKU CABLE VIETNAM LIMITEDが製造して、四国電線

(香港)有限公司が販売しているほか、福泰克（連雲港）電子有限公司及びHEWTECH

(THAILAND)CO.,LTD.が製造・販売して、上海河拓克貿易有限公司、福泰克香港有限公司及

びHEWTECH(BANGKOK)CO.,LTD.が販売しております。また北米ではHIKAM AMERICA, INC.及

びSHIKOKU CABLE NORTH AMERICA INC.が販売しております。

ファインケーブル・加工品

…当社が製造・販売するほか、アジアでは福泰克（連雲港）電子有限公司が製造、当社、

上海河拓克貿易有限公司及び台湾福泰克股份有限公司が販売しております。また、

HEWTECH PHILIPPINES CORP.が製造、当社が販売しております。

電源コード・電源パーツ

…国内では当社が製造・販売しております。

また、アジアでは福泰克（深圳）電子有限公司が製造して、上海河拓克貿易有限公司、台

湾福泰克股份有限公司及び福泰克香港有限公司が販売しており、北米ではHIKAM AMERICA,

INC.が販売しております。

ワイヤーハーネス

…国内では当社のほか㈱新潟電子が製造・販売しております。

アジアでは福泰克（連雲港）電子有限公司が製造・販売しており、上海河拓克貿易有限公

司及び台湾福泰克股份有限公司が販売しております。また北米ではHIKAM ELECTRONICA

DE MEXICO, S.A. DE C.V.及びHIKAM TECNOLOGIA DE SINALOA, S.A. DE C.V.が製造して、

HIKAM AMERICA, INC.が販売しております。

(2）「電子・医療部品」…このセグメントに含まれる品目は、デバイス機器・電子部品及び特殊チューブ・加工品等

であります。

また、主要な製品は情報通信と放送の高速デジタル化に対応した放送用光中継器、ネット

ワーク用光中継器、ギガメディアコンバータ、ギガスイッチＨＵＢ、ギガＰｏＥスイッチ

ＨＵＢ、シェーピングスイッチＨＵＢ、光ファイバケーブル加工品、エネルギー産業関連

デバイス品及び、電線ケーブル技術を応用した安全かつ信頼性の高い医療用特殊チューブ

や関連する加工品であります。

デバイス機器・電子部品

…当社のほか、アジアでは福泰克（連雲港）電子有限公司が製造・販売しております。

北米ではHIKAM ELECTRONICA DE MEXICO, S.A. DE C.V.が製造して、HIKAM AMERICA, INC.

が販売しております。

特殊チューブ・加工品

…当社が製造・販売するほか、HEWTECH PHILIPPINES CORP.及びHEWTECH(THAILAND)

CO.,LTD.が製造し、当社及びHEWTECH(BANGKOK)CO.,LTD.が販売しております。

 

 ［事業系統図］

　　　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

   なお、当社以外はすべて連結子会社であります。

EDINET提出書類

平河ヒューテック株式会社(E01352)

有価証券報告書

 5/84



EDINET提出書類

平河ヒューテック株式会社(E01352)

有価証券報告書

 6/84



４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有割
合（％）

関係内容

（連結子会社）      

㈱新潟電子 新潟県新潟市北区
百万円

10
電線・加工品 100.0

当社製品を製造してい

る。

役員の兼任あり　１名

HIKAM AMERICA, INC.

（注）２、４

アメリカ合衆国カリ

フォルニア州

千米ドル

3,300

電線・加工品、電

子・医療部品
100.0 役員の兼任あり　１名

HIKAM ELECTRONICA DE

MEXICO, S.A. DE C.V.

（注）３

メキシコ合衆国バ

ハ・カリフォルニア

州

千新墨国ペソ

236

電線・加工品、電

子・医療部品

99.9

(99.9)
－

HIKAM TECNOLOGIA DE

SINALOA, S.A. DE C.V.

（注）３

メキシコ合衆国シナ

ロア州

千新墨国ペソ

50
電線・加工品

99.0

(99.0)
－

福泰克（連雲港）電子有

限公司（注）２、３

中華人民共和国江蘇

省

千米ドル

12,080

電線・加工品、電

子・医療部品

100.0

(81.1)

当社製品を製造してい

る。

上海河拓克貿易有限公司

（注）３
中華人民共和国上海

千米ドル

300
電線・加工品

100.0

(100.0)
－

福泰克-楽庭有限公司

（注）２、３
中華人民共和国香港

千香港ドル

8,000
電線・加工品

100.0

(100.0)
－

福泰克(深圳)電子有限公

司（注）２、３

中華人民共和国広東

省

千米ドル

6,400
電線・加工品

100.0

(100.0)

当社製品を製造してい

る。

福泰克香港有限公司

（注）３
中華人民共和国香港

千香港ドル

8,000
電線・加工品

100.0

(100.0)
－

台湾福泰克股份有限公司

（注）３
台湾台北縣

千新台湾ドル

10,000
電線・加工品

100.0

(100.0)
役員の兼任あり　１名

HEWTECH PHILIPPINES

CORP.（注）２、３

フィリピン共和国ラ

グナ州

千フィリピンペソ

142,000

電線・加工品、電

子・医療部品

100.0

(100.0)

当社製品を製造してい

る。

役員の兼任あり　１名

HEWTECH SINGAPORE PTE

LTD.（注）２

シンガポール共和国

シンガポール

千シンガポールドル

14,000
その他 100.0 役員の兼任あり　１名

HEWTECH (THAILAND)

CO., LTD.（注）２、３
タイ王国アユタヤ県

千タイバーツ

55,000
電線・加工品

75.0

(75.0)
－

HEWTECH (BANGKOK)

CO., LTD.（注）３

タイ王国バンコク首

都府

千タイバーツ

10,000
電線・加工品

100.0

(100.0)
－

四国電線㈱（注）２、４ 香川県さぬき市
百万円

160
電線・加工品 100.0 役員の兼任あり　１名

四国電線（香港）有限公

司（注）２、３、４
中華人民共和国香港

千米ドル

7,100
電線・加工品

100.0

(100.0)
－

四国電線（東莞）有限公

司（注）２、３

中華人民共和国広東

省

千米ドル

6,500
電線・加工品

100.0

(100.0)
－

SHIKOKU CABLE NORTH

AMERICA,INC.（注）３

アメリカ合衆国ミシ

ガン州

千米ドル

200
電線・加工品

100.0

(100.0)
－

SHIKOKU CABLE VIETNAM
LIMITED（注）２、３

ベトナム社会主義共

和国ハナム省

千米ドル

5,000
電線・加工品

100.0

(100.0)
－
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 （注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合であり内数で示しております。

４．四国電線（香港）有限公司については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。

　　　　　　　　　　　　　　　　四国電線（香港）有限公司

　　　主要な損益情報等　(1）売上高　　　　　　6,981百万円

　　　　　　　　　　　　(2）経常利益　　　　　　773百万円

　　　　　　　　　　　　(3）当期純利益　　　　　646百万円

　　　　　　　　　　　　(4）純資産額　　　　　3,141百万円

　　　　　　　　　　　　(5）総資産額　　　　　3,868百万円

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成29年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

電線・加工品 2,170 (471)

電子・医療部品 294 (116)

全社（共通） 57 ( 8)

合計 2,521 （595)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含んでおります。）であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しており

ます。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

 

(2）提出会社の状況

平成29年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

360(94) 45.5 24.4 5,641,920

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　平成29年３月31日現在
 

　セグメントの名称 　従業員数（人）

　電線・加工品 242（49）

　電子・医療部品 94（44)

　全社（共通） 24（ 1）

　合計 360（94）

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益に改善がみられ、個人消費が停滞するなど弱さもみられまし

たが、雇用・所得環境の改善などにより、緩やかな回復基調が続きました。

　海外経済は、アジア経済については中国を中心にアジア全体で景気が減速しました。一方、米国では企業部門

の一部に弱めの動きも見られたものの個人消費を中心に堅調に推移しました。欧州は英国のEU離脱問題に伴う不

透明感が高まりましたが、全体的に緩やかに回復しました。

　当社グループを取り巻くエレクトロニクス業界におきましては、カーエレクトロニクス市場は堅調に推移しま

したが情報通信機器市場は弱含みで推移しました。

　このような事業環境下において、当社グループでは、第76期の年度方針として、『変化を先取りし、自ら変革

しよう』を掲げ、課題解決に向け常に時代の変化を先取りし、現地・現物・現実の三現主義に基づき業務プロセ

スを変革させる活動を全社員が実践することにより、時代に即した製品・サービスの創出に努めてまいりまし

た。

　以上の結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高はエネルギー関連製品の売上が減少したことや為

替の円高等により、244億61百万円（前連結会計年度比12.5％減）となりました。生産性の改善及び原材料価格の

低下等により、営業利益は25億61百万円（同8.2％増）、経常利益は26億43百万円（同11.4％増）となりました。

前連結会計年度に発生した事業構造改善費用等が無くなり、親会社株主に帰属する当期純利益は21億15百万円

（同37.2％増）となりました。

　主なセグメント別の業績の概要は、以下のとおりです。

①　電線・加工品

　車載用ケーブル等の売上は堅調に推移しましたが、エネルギー産業関連ケーブル及びデジタル機器用ケーブル

が減少したことや為替の円高等により、売上高は199億51百万円（前連結会計年度比13.8％減）となりました。生

産性の改善及び原材料価格の低下等により、セグメント利益は25億67百万円（同11.3％増）となりました。

②　電子・医療部品

　医療用特殊チューブの売上は好調に推移しましたが、エネルギー産業関連デバイス品の売上が減少したことに

より、売上高は43億62百万円（前連結会計年度比6.3％減）となりました。医療用特殊チューブの売上高の増加及

び生産性の改善等により、セグメント利益は５億11百万円（同4.9％減）となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の獲得37億

97百万円、投資活動による資金の支出10億60百万円、財務活動による資金の支出６億63百万円、現金及び現金同

等物に係る換算差額の減少が11百万円となり、期首に比べ20億62百万円増加し、67億51百万円（前連結会計年度

比44.0％増）となりました。

　　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、37億97百万円の資金の獲得（前連結会計年度は21億67百万円の資金の

獲得）となりました。主な増加要因は、税金等調整前当期純利益26億38百万円、減価償却費９億39百万円、売上

債権の減少額５億71百万円であり、主な減少要因は、法人税等の支払額５億３百万円であります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、10億60百万円の資金の支出（同４億50百万円の資金の支出）となりま

した。主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出８億80百万円、投資有価証券の取得による支出２億24百

万円であります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、６億63百万円の資金の支出（同７億22百万円の資金の支出）となりま

した。主な増加要因は、長期借入れによる収入９億円であり、主な減少要因は、長期借入金の返済による支出11

億52百万円、短期借入金の純増減額２億円、配当金の支払額２億10百万円であります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

前年同期比（％）

電線・加工品（百万円） 14,688 79.6

電子・医療部品（百万円） 3,167 93.2

報告セグメント（百万円） 17,856 81.7

その他（百万円） － －

合計（百万円） 17,856 81.7

　（注）１．金額は製造原価によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

受注高 前年同期比（％） 受注残高 前年同期比（％）

電線・加工品（百万円） 20,043 88.1 2,769 103.4

電子・医療部品（百万円） 4,131 85.2 685 74.8

報告セグメント（百万円） 24,174 87.6 3,455 96.1

その他（百万円） 150 97.6 6 184.7

合計（百万円） 24,324 87.6 3,461 96.2

　（注）　金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

前年同期比（％）

電線・加工品（百万円） 19,951 86.2

電子・医療部品（百万円） 4,362 93.7

報告セグメント（百万円） 24,314 87.5

その他（百万円） 147 97.4

合計（百万円） 24,461 87.5

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

FIRST SOLAR,INC. 3,158 11.3 － －

（注）当連結会計年度においては当該割合が100分の10未満であるため、記載を省略しております。
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３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　今後の経済情勢につきましては、雇用・所得環境の改善が続くなか緩やかな回復基調継続が期待されるものの、不

安定な構造要因による中国景気の下振れリスク、米国と欧州の政策に関する不確実性の影響を不安定要因として抱

えながら推移するものと予想されます。

　このような事業環境の下、当社グループでは、第77期の年度方針として、『強みを伸ばそう。専門性を高めよう』

を掲げ、各部門横断的な協業の基に設定した戦略・目標に向けて挑戦することで、強みを究め、売上、利益の

拡大に努めてまいります。

　その実現の基盤となる高収益体質へのシフトを図るため、次の重点課題解決に止まることなく挑戦いたしてまいり

ます。

① 電線・加工事業の拡大

ビッグデータ関連市場の拡大に対応したサーバ・ストレージ及びハイパフォーマンスコンピュータ／車載カメ

ラ／半導体製造装置等に対応したより一層なる高精度、高機能、高密度ケーブル及び電源コード等の製品開発を図

ります。

② 電子・医療部品事業の拡大

ネットワーク高速化、放送設備の光化に対応したＷＤＭ（光波長多重伝送装置）及び医療用特殊チューブ等の新

製品開発を図ります。

③ 事業環境に対応した国内／国外生産拠点の見直しを進めます。

④ 市場ニーズへの対応

　市場ニーズによる製品の多様化・短命化、海外品台頭等による価格競争の激化、顧客のＳＣＭ対応による小ロッ

ト・短納期化等の経営環境著変に対応するには、原点に返った業務プロセスの見直しが不可欠であります。特に製

品及び事務品質の向上による不具合の撲滅、生産工程の見直しによるたな卸資産の適正化が肝要と考えておりま

す。その為に、正確で迅速な意思決定の支援ができる柔軟性のあるコンピュータシステム確立を目指し基幹システ

ムの見直しを絶えず実施いたします。

⑤ 組織・人事面について

　中長期指向による事業部サポート機能の本部と、製品／市場戦略による短期業績指向の事業部との相乗効果によ

る強靭な組織作り、目標管理システムを座標軸とした人材のレベルアップに不断の努力を積み重ねてまいります。

また、連結国内関係会社２社及び同海外関係会社17社と、主に生産／販売／技術面での連携による分業体制を進

め、為替／材料リスク削減、総資産の圧縮等も含め、連結収益力の向上を図ります。

⑥ ＣＳＲについて

　ＣＳＲの観点から企業としての環境保全活動につきましては、環境方針に基づき、ＩＳＯ１４００１の環境マ

ネージメントシステムの継続的改善及び環境負荷物質の管理に注力いたします。また、当社グループ事業関連法規

（海外も含め）の遵守は、当然のことながら、社会的通念上の常識、倫理に照らしたコンプライアンス企業経営を

更に推進いたしてまいります。

⑦ 会社の支配に関する基本方針

　当社では、次の基本理念を支持する者が、「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」であることが望ま

しいと考えております。

 《基本理念》

１．わが社は、世界水準の製品を創り出すことにより、持続的な成長を遂げ、永遠の存在を目指す。

２．わが社は、有意義な製品とサービスを供給することにより社会に貢献する。

３．わが社は、国際社会に共生する一員であることを意識するとともに、法規等を遵守し、環境保全に努力する。

４．わが社は、すべての関係者・機関に調和のとれた満足を提供することを目標とする。

５．わが社は、互いの価値を認め合う人々の集団であり、熱意をもって向上・革新へ挑戦していく。

　法令及び社会規範の遵守を前提として、中長期的かつ総合的に企業価値・株主価値の向上を目指します。

　なお、上記の基本理念に照らして不適切な者が、当社支配権の獲得を表明した場合には、当該表明者や東京証券

取引所その他の第三者(独立社外者)とも協議のうえ、次の３項目の要件を充足する必要かつ妥当な措置を講じるも

のとします。

１．当該措置が上記の基本理念に沿うものであること

２．当該措置が株主の共同の利益を損なうものでないこと

３．当該措置が役員の地位の維持を目的とするものでないこと
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４【事業等のリスク】

将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社が入手可能な情報等に基づいて判断したものであります。ま

た、投資家に対する積極的な情報開示の観点から、当社が必ずしも重要なリスクとは考えていない事項であっても、

事業等のリスクを理解する上で投資家にとって参考となる情報は記載しております。

① 事業環境について

　当社グループが関わる事業分野における製品の多様化／短命化に対し、当社グループは、製造／販売／技術一体

となり、マーケット密着提案型で、マーケットニーズの先取りを図ることにより、対応いたしております。

また、海外品台頭による価格競争が激化している電源コード等の分野におきましては、中国を主とした海外生産

への移管によるコスト削減／品質の強化の徹底により、対抗いたしております。なお、価格競争力のある高機能／

高精度のケーブル等は国内生産、量産品は海外生産とグループ内分業体制は進んでおり、今後も同体制を強化する

ことにより、マーケットニーズに対応いたしてまいります。

　顧客のＳＣＭ対応による小ロット／短納期要請に対しては、ＥＤＩ（電子データ交換）、ＶＭＩ（納入業者在庫

管理）等を受け入れ、顧客ニーズの充足に努めております。顧客のグリーン調達に対する環境負荷物質管理につい

ては、製品の含有物質や材料調達先まで追跡できる管理システムを構築いたしております。

しかしながら、当社グループが関わる情報通信／半導体製造装置／放送／医療分野等における技術の進歩は激し

く、顧客の購買政策の変化等が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

② 銅／石油製品の価格変動が業績に与える影響について

当社グループは、電線ケーブル等銅を主たる原材料とした製品を有しています。これらの製品の販売価格につい

ては、ロンドン金属取引所の市況価格を反映した銅建値に基づいて決定するという商習慣が広く普及しており市況

価格変動リスクがあります。なお、銅の購入方法は、毎月末に必要数量を主要メーカー複数社等と価格交渉し、そ

の時点で、一番安い価格を提示したメーカー等から購入しております。

石油化学製品類の原材料や副資材の調達については、当社の使用する代表的な非鉛ＰＶＣコンパウンドは自社配

合品であり、当社の主要な購入先（海外関係会社含む）から適切なる価格で安定的に供給されております。

しかし、中長期にわたる市況価格上昇は、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

③ 為替レートの変動が業績に与える影響について

当社グループは、実需の範囲内でヘッジ取引を行い、外貨建取引における為替変動リスクの排除に努力いたして

おりますが、完全に回避することは、困難であります。また、ヘッジ取引の一部は、時価法を採用いたしておりま

す。従って、為替レートの変動は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループの在外連結関係会社は、主に現地通貨建で個別財務諸表を作成しておりますが、連結財務諸

表作成に際しては、円換算いたしております。従って、換算時の為替レートにより、個別財務諸表の各項目の現地

通貨における価値が変わらなくとも、円換算後の価値が影響を受ける可能性があります。

④ 法的規制について

当社グループは、日本国内のみならず事業展開する各国において、事業の許認可、国家安全保障、独占禁止、通

商、為替、租税、特許、環境等、様々な法的規制を受けております。

当社グループは、これらの法的規制の遵守に努めておりますが、将来これらの法的規制を当社グループが遵守で

きない場合、また、当社グループの営む各事業の継続に影響を及ぼすような法的規制が課せられる場合には、当社

グループの財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

特に、当社グループは、電気用品安全法の適用を受ける製品を製造販売しております。受検漏れのないように関

係法令の遵守に向けた対応として、業務マニュアルや関連資料の整備、並びに年度計画に基づく受検業務を実施し

ておりますが、万が一、受検漏れが発生した場合、品質上の問題はありませんが、該当製品の出荷停止及び回収

（廃棄）となり、かつ顧客の信用が失われ、業績に影響を及ぼす可能性もあります。

⑤ 中国における事業リスクについて

当社グループは、中国に複数の生産拠点を有し、当社グループ主要製品の年生産高の４割強を生産いたしており

ます。その為、投資／金融／輸出入に関わる法制の変更、外資系企業に適用される法人税／増値税等の税制変更等

は、当社グループの生産／事業運営に支障をきたす可能性があります。中国における当社グループ連結関係会社の

米ドル建債権／債務、及び同売上（輸出）／仕入（輸入）は、元切り上げにより、影響を受ける可能性がありま

す。
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⑥ 事故・災害に係るリスクについて

当社グループは、全ての生産設備を対象に定期的な設備点検を行っております。しかしながら、生産設備で発生

する火災や停電を完全に防止することはできません。したがって、それらの起因による操業停止の可能性がありま

す。

こうした災害に遭遇した場合、製品製造ができなくなり、顧客への製品納入の遅延、売上の低下及び修復費用等

により、当社グループの業績に影響する可能性があります。

 

⑦ 製品の欠陥について

当社グループは、日本国内及び事業展開する各国において認められている品質管理基準に従って製品を製造して

おりますが、将来にわたって全ての製品に欠陥が無く、製造物賠償責任請求及びリコール等に伴う費用が発生しな

いという保証はありません。当社グループは、製造物賠償責任請求については保険に加入しておりますが、最終的

に負担する賠償額を全て賄えるという保証はなく、製品の欠陥が当社グループの財政状態及び経営成績等に影響を

及ぼす可能性があります。

⑧ 知的財産に係るリスクについて

当社グループは、製品等の開発、製造、販売、その他事業活動により、第三者の知的財産権を侵害しないよう、

製品設計段階における特許調査等により、細心の注意を払っております。

一方、特許権、意匠権、その他知的財産権の取得により、当社グループが蓄積してきている特徴ある技術、ノウ

ハウの保護に努めております。しかしながら、製品の精密化、製品技術の多様化、海外での事業活動の拡大等によ

り当社グループの製品が、意図せず第三者の知的財産権を侵害した場合、販売差し止め、設計変更等に伴うコスト

により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。一方、第三者による当社グループの知的財産権侵

害を完全に防止する事ができない可能性もあり、その場合、当社グループ製品が十分なる市場を確保できない可能

性があります。また、当社グループが、製品を製造する場合、第三者の知的財産権が必要となる可能性もあり、そ

の場合、不利な条件でのライセンス受容の可能性もあります。

⑨ 研究開発（新商品開発）について

当社グループは、今後成長が期待できる新規分野を慎重に選択し、人的・物的資源を継続的に投入し、新規製品

開発を推進いたしております。

しかしながら、市場のニーズに合致し、資源の投入に見合った付加価値を生む魅力ある製品を継続的に開発でき

る保証はありません。その結果、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性もあります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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６【研究開発活動】

　当社グループは、長年培ってきた電線・ケーブル押出技術（導体の上に絶縁体を被覆する技術）を応用した製品

開発を重要なる柱として、技術変化の激しいデジタルエレクトロニクス分野に対応した高精度・高速伝送ケーブル

の研究開発、超高速大容量通信サービス／放送分野に対応した光波長分割多重伝送装置／光デジタル放送中継シス

テム、各種災害対策機器、蓄電給電関連機器の研究開発、及び医療分野における高性能医療用特殊チューブ等、今

後の当社グループ事業の中核となる製品の研究開発を鋭意進めております。

　現在の研究開発は、インキュベータ的研究開発及び製品直結型の各事業部における研究開発で推進されておりま

す。

　当連結会計年度における各セグメント別の主な研究テーマ、成果は次のとおりであります。なお、当連結会計年

度の研究開発費総額は１億83百万円となっております。

(1）電線・加工品事業における研究開発費は１億12百万円であります。

・環境対応材料の開発

　RoHS指令、REACH規制、POPｓ条約など環境規制が強化される中、これらに対応する材料としては、環境への悪

影響がなく且つ商品性能・価値を満足させることが要求されてきています。当社では、RoHS指令やREACH規制等

で禁止される特定有害物質を一切使用することなく、従来材料と同等以上の性能、コストパフォーマンスをだす

ための材料技術を蓄積し、安心して使用できる環境対応材料の開発に取り組んでおります。絶縁電線やケーブル

に採用してきた非ハロゲン難燃材料においては、より高難燃、高耐熱、低摩耗などの高機能化の要求に応えるた

めの開発を進めております。

・デジタルインタフェイスケーブルの開発

　デジタル家電が日本の電子業界を牽引している中で、その機器内・機器間を接続するインタフェイスケーブル

は重要な役割を持っております。デジタル信号での高速化や大容量の伝送路として、製品保証は高度なものが求

められるのに対し、価格トレンドは普及に伴いドラスティックに低下いたします。初期の開発スピード、量産製

造技術と海外生産を含めたコスト競争力がこの領域の大きな特長であります。サーバ/ストレージ用のSAS3.0　

Assy.や25Gbps対応ケーブルを始め、ＦＡ及び医療向けマシンビジョンカメラ用の各種規格ケーブル（Camera　

Link/GigEVision/USB3Vision/CoaxPressなど）、民生用の各種規格ケーブル（HDMI/DVI/DisplayPort/Thender　

Bolt/USB3.1など）、その他にAOCケーブルやActiveケーブル、車載電子機器用ケーブル、防水ケーブルASSY等の

開発・量産化を強化しております。

・超極細同軸ケーブルの開発

　一般的にＡＷＧ３６より細いサイズの同軸ケーブルが極細同軸ケーブルと呼ばれておりますが、その中でもＡ

ＷＧ４６より細い超極細のものは、内視鏡や超音波内視鏡などの医療用を中心として採用されております。当社

は、特殊な銅合金導体をはじめ、素材レベルから検討を進め、強度・機械特性・ノイズ・伝送特性等に優れた超

極細同軸ケーブルの開発に取り組んで来ました。今後は医療用のみならずデジタル機器/セキュリティーカメラ

の小型化・高精度化に伴い、コア製品として新たな市場が期待されます。

(2）電子・医療部品事業における研究開発費は63百万円であります。

・ネットワーク／放送機器の開発

　IoT分野でのネットワーク需要が高まってくることが予想されるなか、とりわけイーサネットを基軸として、

多種インターフェースとの接続を可能とするGATEWAY機器が汎用化してくると思われます。従来ネットワーク機

器と連携できるGATEWAYの新規開発に着手し製品ラインアップの充実を計ってまいります。

　当社といたしましては従来の標準型スイッチングHUBやメディアコンバータに加え、OA用高機能タイプ、耐環

境性や各種入力電源に対応したFA用のラインナップを取り揃えております。

　放送用機器におきましては、4K/8Kの放送に備えたユニットを取り揃えました。

また、4K/8Kにおける伝送において既存通信インフラに対応する圧縮伸長装置など4K/8K伝送を汎用化するための

装置開発にも着手いたしました。2020年オリンピックに向けて、今後の需要が高まると予想されます。

・環境エネルギー/耐災害対応機器の開発

　通信インフラの耐災害性を高める、無線メッシュシステム用中継器の開発も継続しております。これは、今後

IoTの分野に応用展開を図っていきます。

　さらにEV自動車用普通充電器のJARI認証取得品の開発、低炭素化など、EV自動車の普及に向けて充電器のイン

フラ拡張が叫ばれており、さらなる需要が期待出来ます。

・医療用特殊チューブの開発

　診断用、治療用特殊チューブ関連製品は補強材入りチューブを中心とする製品開発の継続に加えて、ケーブル

加工技術とカテーテル製造技術を融合させた電極カテーテルの製品開発も実施しております。品種増加と既存品

改良により売上寄与が見込まれます。また、治療用カテーテルや医療機器向けチューブをターゲットとした技術

開発では、清浄度の高い生産インフラを活用し、医療機器の製造を一部開始いたしました。今後とも精密構造の

追及と高機能化が図れるよう開発を進めてまいります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社グループの財政状態及び経営成績の分析を次のとおり記載しております。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この

連結財務諸表の作成に当たりまして、当連結会計年度末日時点の資産・負債及び当連結会計年度の収益・費用を認

識・測定するため、合理的な見積り及び仮定を使用する必要があります。当社グループが採用いたしております会

計方針のうち、重要となる事項につきましては、「第５　経理の状況」の「連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項」に記載いたしております。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当社グループは、デジタル製品関連のインタフェイスケーブル、半導体製造装置ケーブル、車載用ケーブル、

エネルギー産業関連ケーブル、通信・放送用のネットワーク機器、エネルギー産業関連デバイス及び医療用特殊

チューブ等の開発・製造・販売を実施してまいりました。カーエレクトロニクス市場は堅調に推移しましたが、

ビックデータ関連市場やエネルギー産業関連市場の需要が減少したことや為替の円高等により、当連結会計年度

の売上高は、244億61百万円（前連結会計年度比12.5％減）となりました。生産性の改善及び原材料価格の低下等

により、売上原価率は74.0％と前連結会計年度比3.9ポイント改善し、売上総利益は63億54百万円（同3.0％増）

となりました。販売費及び一般管理費は、減価償却費及び研究開発費は増加しましたが、販売手数料等の減少に

より前連結会計年度比10百万円の減少となり、営業利益は25億61百万円（同8.2％増）となりました。営業外損益

は、円高の進展により前連結会計年度に64百万円あった為替差損がなくなり、当連結会計年度では11百万円の為

替差益となりました。この結果、経常利益は26億43百万円（同11.4％増）となりました。特別収支は、前連結会

計年度に発生した固定資産売却益（静岡県森町の土地・建物売却）98百万円、子会社の減損及び遊休土地の減損

１億16百万円、子会社の清算に伴い発生した為替換算調整勘定取崩額78百万円、子会社の工場縮小に伴う構造改

善費用75百万円、古河事業所の災害による損失56百万円、投資有価証券評価損26百万円がなくなりました。法人

税、住民税及び事業税等を差し引いた親会社株主に帰属する当期純利益は、21億15百万円（同37.2％増）となり

ました。

 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの経営成績は、電線・加工品、電子・医療部品における需要変動及び銅・石油価格等の変動、ま

た、当社グループが関わる製品群の多様化・短命化、価格競争の激化、顧客のグリーン調達強化等により影響を受

けます。

 

　　(4）戦略的現状と見通し

　当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえ、主に付加価値の高い製品は国内生産、量産品は海外生

産と分業体制の強化、環境負荷物質のシステム管理体制の確立、高成長や安定した収益が見込まれる分野への経営

資源の戦略的投入等により、競争力・収益力向上に努めております。

　なお、今後の見通しにつきましては、米国の金融緩和縮小による影響、中国やその他新興国経済の先行き等につ

いて不確実が見られることなどから先行き不透明な状況で推移するものと思われますが、インフォメーションテク

ノロジーが目覚しく進化する時代の中で、家電／情報通信／放送が急速に融合し、当社が得意とするネットワー

ク、電子デバイス、デジタルメディア等の新しい市場が拡大いたしておりますので、当社グループが今後も持続的

に安定した成長を遂げていくチャンスの時期であると考えております。
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(5）当連結会計年度の財政状態の分析

①キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、37億97百万円の資金の獲得（前連結会計年度は21億67百万円の資金の

獲得）となりました。主な増加要因は、税金等調整前当期純利益26億38百万円、減価償却費９億39百万円、売上

債権の減少額５億71百万円であり、主な減少要因は、法人税等の支払額５億３百万円であります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、10億60百万円の資金の支出（同４億50百万円の資金の支出）となりま

した。主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出８億80百万円、投資有価証券の取得による支出２億24百

万円であります。

　なお、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・キャッ

シュ・フローについては、27億37百万円の資金の獲得となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、６億63百万円の資金の支出（同７億22百万円の資金の支出）となりま

した。主な増加要因は、長期借入れによる収入９億円であり、主な減少要因は、長期借入金の返済による支出11

億52百万円、短期借入金の純増減額２億円、配当金の支払額２億10百万円であります。

　以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、現金及び現金同等物に係る換算差額の減少が11

百万円となり、期首に比べ20億62百万円増加し、67億51百万円（前連結会計年度比44.0％増）となりました。

 

②財政状態

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

流動資産合計（注１） 17,821 19,312

固定資産合計 11,291 11,321

流動負債合計（注２） 5,492 5,091

固定負債合計 3,779 3,820

純資産合計　（注３） 19,840 21,721

　（注）１．流動資産の主な増加は、「現金及び預金」の増加（前連結会計年度比20億76百万円増）であり、主

な減少は、「受取手形及び売掛金」の減少（同６億69百万円減）であります。

　　　　２．流動負債の主な減少は、「短期借入金」の減少（同４億31百万円減）であります。

　　　　３．純資産の主な増加は、「親会社株主に帰属する当期純利益」21億15百万円であり、主な減少は、

「剰余金の配当」２億10百万円であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、需要拡大が見込まれる分野への設備投資に重点を置き、新製品の開発、生産設備の拡充・省力

化・合理化のために設備投資を行っております。当連結会計年度においては、全体で10億21百万円の設備投資（無形

固定資産を含む）を実施しました。

　セグメントごとの内訳は、次のとおりであります。

　「電線・加工品」においては、ファインケーブル品の開発設備、機器電線品の生産設備の拡充・省力化・合理化を

中心に、６億92百万円の設備投資を実施しました。

　「電子・医療部品」においては、医療用特殊チューブ品の生産設備の拡充・省力化・合理化、ＬＡＮ製品の開発を

中心に、２億54百万円の設備投資を実施しました。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

平成29年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの名
称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び構
築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積千㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

古河事業所

（茨城県古河市）
電線・加工品

電線・ケーブル

製造設備、開発

設備

822 207
3

(20.97)
112 1,145

83

(16)

古河事業所

（茨城県古河市）
電子・医療部品

ＬＡＮ・特殊

チューブ製品製

造設備

375 220
2

(12.31)
128 726

78

(20)

福島工場

（福島県伊達市）
電線・加工品

電線・ケーブル

製造設備
216 132

383

(68.27)
140 873

112

(17)

新潟工場

（新潟県新潟市西蒲区）
電線・加工品

ワイヤーハーネ

ス製造設備
17 15

40

(4.10)
8 82

17

(16)

桃生工場

（宮城県石巻市）
電子・医療部品

特殊チューブ製

品製造設備
36 58

41

(8.43)
1 138

11

(24)

 

(2）国内子会社

平成29年３月31日現在
 

会社名
（所在地）

セグメントの名
称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び構
築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積千㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

（株）新潟電子

（新潟県新潟市北区）
電線・加工品

ワイヤーハーネ

ス製造設備
18 8

12

（2）
0 39

14

（32）

 四国電線（株）

（香川県さぬき市）
電線・加工品

電線・ケーブル

製造設備
115 136

321

（41）
66 639

62

（33）
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(3）在外子会社

平成29年３月31日現在
 

会社名
（所在地）

セグメントの名
称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び構
築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積千㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

HIKAM AMERICA, INC.

（米国加州）

電線・加工品、

電子・医療部品

電線・ケーブ

ル、ＬＡＮ製造

設備

113 100
60

(19)
2 277

11

(2)

福泰克（連雲港）電子有

限公司

（中国江蘇省）

電線・加工品、

電子・医療部品

電線・ケーブ

ル、ＬＡＮ製造

設備

252 708 － 94 1,054
765

(32)

福泰克(深圳)電子有限公

司

（中国広東省）

電線・加工品
電線・ケーブル

製造設備
－ 70 － 24 95 432

HEWTECH PHILIPPINES

CORP

（フィリピン共和国）

電線・加工品、

電子・医療部品

電線・ケーブ

ル、特殊チュー

ブ製品製造設備

134 53 － 5 193
41

(130)

四国電線(東莞)有限公司

（中国広東省）
電線・加工品

電線・ケーブル

製造設備
227 305 － 33 566 403

SHIKOKU CABLE VIETNAM

LIMITED

（ベトナムハナム省）

電線・加工品
電線・ケーブル

製造設備
298 354 － 23 675 125

　  （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定であります。

　　なお、金額には消費税等を含めておりません。

　　　　　 ２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外数で記載しております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　投資計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっては提出会社の各事業部を中心

に調整を図っております。

　　　当連結会計年度末現在における重要な設備の新設・除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成29年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年６月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,627,800 17,627,800
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 17,627,800 17,627,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年３月15日

（注）１
57,000 8,769,900 5 1,550 5 1,454

平成25年３月13日

（注）２
44,000 8,813,900 4 1,555 4 1,459

平成28年２月４日

（注）３
8,813,900 17,627,800 － 1,555 － 1,459

　（注）１．第１回新株予約権の権利行使

発行価格　　　　　　　無償

行使価格　　　　　　 210円

資本組入額　　　　　 105円

行使人：隅田和夫（57,000株）

２．第１回新株予約権の権利行使

発行価格　　　　　　　無償

行使価格　　　　　　 210円

資本組入額　　　　　 105円

行使人：隅田和夫（44,000株）

３．株式分割（１：２）によるものであります。

（６）【所有者別状況】

平成29年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 27 30 28 73 2 2,244 2,404 －

所有株式数

（単元）
－ 38,582 1,923 9,461 20,732 4 105,539 176,241 3,700

所有株式数の

割合（％）
－ 21.891 1.091 5.368 11.763 0.002 59.883 100.000 －

　　（注）自己株式3,580,160株は、「個人その他」に35,801単元及び「単元未満株式の状況」に60株を含めて記載して

おります。
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（７）【大株主の状況】

  平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

 平河ヒューテック株式会社  東京都品川区南大井3-28-10 3,580,160 20.31

 平河ヒューテック社員持株会  東京都品川区南大井3-28-10 842,360 4.78

 HSBC BANK PLC A/C MARATHON FUSION

JAPAN PARTNERSHIP LP

（常任代理人　香港上海銀行）

 

 8 CANADA SQUARE,LONDON E14 5HQ

（東京都中央区日本橋3-11-1）
828,000 4.70

日本 トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
 東京都中央区晴海1-8-11 716,600 4.07

 株式会社三井住友銀行  東京都千代田区丸の内1-1-2 600,000 3.40

 株式会社みずほ銀行  東京都千代田区大手町1-5-5 600,000 3.40

 隅田　和夫  東京都世田谷区 524,154 2.97

 資産管理サービス信託銀行株式会社（証

券投資信託口）

 東京都中央区晴海1-8-12

晴美トリトンスクエアタワーZ
377,700 2.14

 隅田　文子  東京都世田谷区 333,190 1.89

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
 東京都港区浜松町2-11-3 327,700 1.86

計  － 8,729,864 49.52

 （注）１．平河ヒューテック株式会社が所有している株式は、自己株式であり、会社法第308条第２項の規定に

より議決権が制限されております。

２．マラソン・アセット・マネジメント・エルエルピーから、平成27年８月20日付で公衆の縦覧に供され

ている大量保有報告書において、平成27年８月14日現在で448,000株を保有している旨が記載されて

いるものの、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大

株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者     マラソン・アセット・マネジメント・エルエルピー

住所           Orion House, 5 Upper St. Martin’s Lane, London WC2H 9EA, UK

保有株券等の数 株式 448,000株

株券等保有割合 5.08％

（注）当社は、平成28年２月４日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております

が、上記の保有株券等の数は、株式分割前の株式数にて記載しております。

３．平成28年12月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社みずほ銀行及び

その共同保有者であるみずほ信託銀行株式会社、アセットマネジメントOne株式会社が平成28年11月

30日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度末

現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。
 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 株式  600,000 3.40

みずほ信託銀行株式

会社
東京都中央区八重洲一丁目２番地１号 株式   40,000 0.23

アセットマネジメン

トOne株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 株式  609,100 3.46

合計 － 1,249,100 7.09
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　3,580,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,044,000 140,440 －

単元未満株式 普通株式　　　3,700 － －

発行済株式総数 　　　　 17,627,800 － －

総株主の議決権 － 140,440 －

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式60株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

平河ヒューテック

株式会社

東京都品川区南大

井三丁目28番10号
3,580,100 － 3,580,100 20.31

計 － 3,580,100 － 3,580,100 20.31

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

平河ヒューテック株式会社(E01352)

有価証券報告書

22/84



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　普通株式

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 3,580,160 － 3,580,160 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、安定継続配当を基本としながら、当事業年度並びに中長期の収益見通し、財務体質、将来の事業展開を総

合的に勘案し、配当を行うことを基本方針としております。

　剰余金の配当の回数につきましては、中間配当と期末配当の年２回行うことを基本としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり18円50銭（うち中間配当６円、期末配当12

円50銭）を実施することを決定いたしました。この結果、当事業年度の配当性向は43.3％となりました。

　内部留保資金につきましては、持続的な成長による将来の収益力向上を図るための設備投資、研究開発及び効率的

な連結経営の体制整備等に有効に活用する方針であります。

　当社は、「剰余金の配当等会社法第４５９条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める。」旨定款に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は次のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

 平成28年11月２日

取締役会決議
84 6

 平成29年５月16日

取締役会決議
175 12.5

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高（円） 936 918 1,488
1,925

□1,030
 

1,455

最低（円） 620 697 742
1,085
□856

 
731

　（注）１．最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

２．□印は、株式分割（平成28年２月４日、１株→２株）による権利落後の最高・最低株価を示しております。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年10月 平成28年11月 平成28年12月 平成29年１月 平成29年２月 平成29年３月

最高（円） 958 1,455 1,418 1,333 1,428 1,286

最低（円） 834 912 1,186 1,200 1,073 1,123

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

 

 

EDINET提出書類

平河ヒューテック株式会社(E01352)

有価証券報告書

24/84



５【役員の状況】

男性９名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 会長 隅田　和夫 昭和24年１月２日生

 
昭和46年３月 当社入社

昭和59年５月 当社取締役　業務部長

昭和61年５月 当社常務取締役　営業本部長

昭和63年７月 HIKAM AMERICA, INC.

代表取締役（現任）

平成２年６月 当社専務取締役

平成５年10月 当社代表取締役社長

平成６年３月 HEWTECH SINGAPORE PTE LTD.

代表取締役（現任）

平成24年６月 当社　会長

平成26年６月 当社取締役　会長（現任）

平成26年11月 ヒューテックグループ代表（現

任）
 

(注)３ 524,154

代表取締役 社長 篠　　祐一 昭和45年９月20日生

 
平成８年４月 当社入社

平成27年４月 当社　管理本部長

平成28年４月 当社執行役員社長

平成28年６月 当社取締役　執行役員社長

平成29年６月 当社代表取締役　執行役員社長

（現任）
 

(注)３ 18,644

取締役  目黒　裕次 昭和26年４月５日生

 
昭和50年３月 当社入社

平成16年10月 当社　総務部長

平成18年４月 当社理事　総務部長

平成21年５月 当社理事　管理本部副本部長

平成22年６月 当社取締役　管理本部長

平成24年６月 当社代表取締役　社長

平成28年４月 当社代表取締役

平成29年６月 当社取締役（現任）
 

(注)３ 45,274

取締役  宇梶　　大 昭和25年10月27日生

 
昭和48年３月 当社入社

平成11年４月 当社理事　デバイス事業部長

平成13年６月 当社取締役　デバイス事業部長

平成26年４月 当社取締役（現任）
 

(注)３ 49,426

取締役  湯佐　富治 昭和19年４月４日生

 
昭和49年３月 公認会計士登録

昭和53年５月 米国ニューヨーク州公認会計士登

録

平成２年５月 監査法人トーマツ（現 有限責任

監査法人トーマツ）入社

平成18年９月 監査法人トーマツ退社

平成19年４月 株式会社マーキュリーファイナン

シャルブレイン代表取締役

平成19年６月 株式会社葵プロモーション社外監

査役

平成19年６月 株式会社ツムラ社外監査役

平成27年６月 当社社外取締役（現任）
 

(注)３ －

取締役  沼田　　恵 昭和25年５月28日生

 
昭和48年３月 高周波熱錬株式会社入社

平成15年６月 同社取締役

平成21年６月 同社常勤監査役

平成27年６月 当社社外取締役（現任）
 

(注)３ －

常勤監査役  橋本　　孝 昭和30年12月12日生

 
昭和55年３月 当社入社

平成22年７月 当社管理本部　総務部長

平成28年６月 当社常勤監査役（現任）
 

(注)４ 37,023

監査役  阿部　　博 昭和45年９月２日生

 
平成20年７月 公認会計士登録

平成22年12月 公認会計士事務所開設

平成23年１月

平成25年６月

税理士登録

当社社外監査役（現任）
 

(注)５ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役  江部　安弘 昭和37年３月28日生

 
平成２年10月 監査法人加藤事務所（現 ＳＫ東

京監査法人）入社

平成５年３月 公認会計士登録

平成13年５月 同監査法人代表社員に就任（現

任）

平成27年６月 当社社外監査役（現任）
 

(注)６ －

    計  674,521

（注）１．取締役　湯佐富治及び沼田　恵は社外取締役であります。

２．監査役　阿部　博及び江部安弘は社外監査役であります。

３．平成29年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年

４．平成29年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年

５．平成26年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年

６．平成28年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年

７．当社では、意思決定・監督機能と業務執行の分離により双方の機能強化を図るため、執行役員制度を導入

しております。執行役員は６名で、篠祐一（社長）、木村正紀（ＭＥ事業部長）、椎名祐一郎（営業本部

長）、石戸隆雄（ケーブル事業部長）、澤口健一（デバイス事業部長）、日髙浩（電源コード事業部長）で

構成されております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社の基本理念の一つに「わが社は、すべての関係者・機関に調和のとれた満足を提供することを目標とする」と

謳っておりますとおり、当社は、株主をはじめ各ステークホルダーより確固たる信頼を得る企業を目指しておりま

す。

　その実現に不可欠であります持続的企業価値の向上のため、コーポレート・ガバナンスの充実が経営上の最も重要

な課題の一つであると位置付けております。具体的には、経営の健全性、効率性及び透明性を高める観点より、経営

の意思決定／業務執行及び監督／内部統制等に対し迅速かつ適法な対応のできる適切なる企業統治体制を構築して行

くことが肝要と考えております。

当社の内部統制システムに関する基本的な考え方は、次のとおりとなっております。

(1）内部統制システムに関する基本的な考え方

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

 イ．当社及び子会社は、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任（及び企業倫

理）を果たすため、「基本理念」の中に次を定め、それを取締役及び使用人全員に周知徹底させる。「わが社

は、国際社会に共生する一員であることを意識するとともに、法規等を遵守し、環境保全に努力する。」

ロ．当社における法令・諸規程及び規則に反する行為等を早期に発見し、是正することを目的とし、コンプライ

アンスに関する相談や不正行為等の通報により通報者の保護を徹底した公益通報者保護規程を設定し、コンプ

ライアンス経営の強化をすすめる。

ハ．社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的な勢力・団体とは一切の関係を遮断する。

ニ．取締役及び使用人の法令遵守を目的とする研修を実施する。

② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する事項

当社の重要な意思決定及び報告に関しては、文書の作成、保存及び破棄に関する文書管理規程に従い、適切

に管理を行うものとする。

なお、取締役会の議事録は、10年間保管するものとする。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制に関する事項

イ．当社グループは、リスク管理委員会規程を定め、同規程に基づきリスク管理委員会にてグループ全体のリス

クを網羅的、統括的に管理するものとする。また、リスクマネジメントの状況等については、経営会議に報

告し、全社的対応が必要な重要事項については、取締役会及び経営会議での審議を要するものとする。

ロ．なお、不測の事態が発生した場合には、当社社長が経営会議を緊急招集し、対応策等危機管理に当たるもの

とする。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．当社は中期経営計画を定め、会社として達成すべき目標を明確化するとともに、取締役及び使用人ごとに業

績目標を設定し、かつその評価方法を明らかにするものとする。

ロ．意思決定プロセスの簡素化等により意思決定の迅速化を図るとともに、重要な事項については、経営会議及

び取締役会にて慎重に意思決定を行うものとする。

⑤ 会社並びに関連会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制に関する事項

イ．当社は、当社グループ経営の適正かつ効率的な運営に資するため関係会社管理規程を定める。この規程に基

づき、子会社は業務及び取締役等の業務の執行状況を定期的に当社へ報告するものとする。

ロ．当社グループにおける取引については、必要に応じて内部監査部門が審査を行うものとする。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制及びその使用

人の取締役からの独立性の確保に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

イ．監査役がその職務の補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社は、監査役の職務の補助担当者を選任

する。

ロ．監査役の職務の重要性を踏まえ、業務執行部門からの独立性等に配慮するとともに、その担当者の人事考課

及び人事異動に際して、当社は監査役の意見を聞くものとする。

ハ．当該使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先して従事するものとする。

⑦ 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制

イ．当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社及び子会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生する恐

れがあるとき、当社及び子会社の取締役及び使用人による違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役

会に報告すべきものと定めた事項が生じたときは、監査役に報告する。

ロ．内部監査部門は、監査役に対し、監査状況の報告を行うものとする。

⑧ 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、監査役への報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由とし

て不利な取り扱いを行うことを禁止する。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
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監査役がその職務の遂行について生じる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務に

必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理するものとする。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制に関する事項

イ．当社は、取締役及び使用人の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するように努める。

ロ．監査役は、代表取締役との定期的な意見交換を開催し、内部監査部門との連携を図り、適切な意思疎通及び

効果的な監査業務の遂行を図るものとする。

⑪ 財務報告の適正性を確保するための体制

当社グループは、事業活動の健全かつ持続的な発展を実現すべく財務報告の信頼性を確保するため、適正か

つ効率的な体制を構築する。

 

(2）会社の機関の内容

　当社はコーポレート・ガバナンス強化のため執行役員制度を導入し、経営の意思決定及び監督機能と業務執行機

能分離を行うとともに、取締役及び執行役員等にて構成される経営会議を定期的に開催し、迅速な意思決定を行っ

ております。

　取締役会は、経営に関する意思決定機関として、取締役会規程に基づき、定時取締役会を毎月１回、臨時取締役

会を必要に応じ適宜開催いたしており、グループ全体の経営方針及び重要事項を決定するとともに、取締役の業務

執行の監督を行っております。

　当社の取締役は６名で構成されており、任期は１年であります。

　当社は、経営の監視・監督機能を強化するため、社外取締役（２名）及び社外監査役（２名）を選任しておりま

す。社外取締役は、取締役会に出席し、内部監査、監査役監査及び会計監査の状況並びに内部統制部門からの各種

報告を受け、経営監督を行っております。社外監査役は重要な意思決定の過程を把握するために、経営会議や取締

役会に出席し、経営の意思決定及び業務執行の適法性／健全性／妥当性のチェックを行っております。

　また、当社は東京証券取引所が定める独立社外取締役の独立性基準を踏まえ、当社独自に独立性について検討・

整理し、当社の独立性判断基準を策定しております。社外役員候補の選定にあたっては、コーポレート・ガバナン

スの充実という観点から独立性についても重視しており、同基準を用いて独立性を有していることを確認しており

ます。

　当社は監査役設置会社を採用しており、監査役は３名で構成されております。監査役は取締役会に出席し、経営

の意思決定及び業務執行の適法性を監査し、また、書面だけでなく現場における監査も実施し、会計・業務監査の

充実を図っております。

　監査役は監査役会を毎月開催し、監査役相互の意見交換を実施し、財務／法務／業務に関する専門知識や豊富な

業務経験に基づく公正かつ客観的な立場からの監査による監査体制を確立いたしております。

　なお、監査役阿部 博は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。監査役江部 安弘は、公認会計士の資格を有し、ＳＫ東京監査法人代表社員を経験してお

り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。これら２名の幅広い知識や専門的な知見が企

業統治機能強化に資すると考え、現人員を選任いたしております。

　経営会議は、毎月１回開催され、取締役会の方針に基づき、当社グループの月次業務執行及び課題検討等を行う

ことにより、企業として事業環境の変化に俊敏に対応する機能を果たしております。

　経営会議は、取締役並びに執行役員等で構成され、構成員は本報告書提出日現在計16名であります。なお、監査

役も経営会議に出席し、必要に応じて内部統制部門を含む業務執行部門から適宜報告及び説明を受けて経営の健全

性／妥当性のチェックを行っております。
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　当社における会社の機関・内部統制システム等の関係は、次のとおりであります。

(3）社外取締役及び社外監査役の状況

　社外取締役湯佐富治、沼田恵及び社外監査役阿部博（公認会計士、税理士）、江部安弘（公認会計士）との人的

関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれのない社外役員であ

ると判断しております。
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(4）内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

　当社は、監査室及びリスク管理委員会を設置し、内部統制システムの整備及びリスク管理体制の整備を進めてお

ります。

監査室は、社長直轄の機関として業務執行機関から独立して設置しております。連結子会社も含め各部門の業務

が経営方針、社内諸規程並びに関係諸法令に準拠しているかどうかに重点を置き、内部監査規程に基づき、書類並

びに実地監査をいたしております。監査結果は、社長に報告され、問題があれば、社長の指示により、改善勧告等

を行い、その後、改善状況等の確認監査を随時実施いたしております。

なお、原則として会計監査人、監査役及び監査室は、年複数回適宜会合を設け、緊密なる連携のもと、当社グ

ループの監査体制の充実を図っております。

リスク管理委員会は、経営会議直轄の機関であり、総務部長を委員長とし、各部門から選出された委員12名によ

り構成され、財務報告に係る内部統制を中心に、定期的に当社業務に係るリスクの網羅的な把握と評価、防止策等

を検討し、経営会議へ報告いたしております。経営会議は、リスク管理委員会の報告を受けリスクを認識し、重要

案件については審議を行い、取締役会で決定し、状況変化の確認を行っております。監査室はリスク管理委員会が

行ったリスクの把握、評価、防止策の検討等の業務プロセスを確認し、評価方法等の適正性を検証しております。

また、内部統制の中でも、重要な年次予算統制については、予算管理規程に則り、月次採算管理表をベースに予

算／実績の差異分析を行い、その結果に対し適切な対策を講じる事により、適確な予算管理に努めております。連

結子会社につきましても、関係会社管理規程に則り、毎月１回開催の国際事業会議により、適切な連結子会社の業

績管理／運営を図っております。取引先与信管理につきましては、販売規程に基づき、状況の変化に応じ管理部門

から内部牽制機能が働く管理体制を確立いたしております。

以上の管理体制のもと、当社グループの基本理念の一つであります「わが社は、国際社会に共生する一員である

ことを意識するとともに、法規等を遵守し、環境保全に努力する」に則り、コンプライアンス（法令遵守だけでな

く、社会通念上の常識や倫理に照らして、企業が正しい経営を行うこと）の強化、徹底を図っております。

なお、当連結会計年度末日時点において当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断する旨の当社の内部

統制報告書は、独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書のとおり、適正であるとの意見を監査法人から得

ております。

(5）監査法人及び法律顧問

　当社は、井上監査法人と監査契約を締結し、連結・個別財務諸表等の適正性について監査を受けております。ま

た、連結・個別財務諸表等の作成過程における内部統制の有効性の評価結果を元に改善を進めており、適切な会計

情報開示による経営の透明性の向上に努めております。

　法律顧問につきましては、工藤法律事務所と顧問契約を締結し、法律問題に関し、助言と指導が得られる体制を

とっております。

 

(6）役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除

く）

74 74 ― ― ― 4

監査役

（社外監査役を除

く）

4 4 ― ― ― 2

社外役員 8 8 ― ― ― 4

(注) １．取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第65回定時株主総会において年額２億40百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第65回定時株主総会において年額60百万円以内と決

議いただいております。

３．当事業年度末現在の人員は、取締役６名、監査役３名であります。上記の取締役及び監査役の員数と

相違しておりますのは、平成28年６月29日開催の第75回定時株主総会終結の時をもって退任した監査

役１名を含んでいるためであります。

４．役員ごとの報酬等の総額につきましては、１億円以上を支給している役員はおりませんので記載を省

略しております。
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ロ．役員報酬等の決定方針

当社の役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は、株主総会で承認された報酬枠の範囲内におい

て、各取締役の報酬は業績貢献や業務執行状況を勘案して決定し、各監査役については監査役の協議により決定し

ております。

(7）会計監査の状況

当社と井上監査法人との間で監査契約を締結しており、法律の規定に基づいた会計監査を実施しております。会

計監査業務を執行した公認会計士は、萱嶋秀雄、平松正己であります。なお、監査年数は７年を経過していないた

め、記載を省略しております。また、当社の会計監査に係る補助者は、公認会計士３名であります。

(8）取締役の定数

当社の取締役は、12名以内とする旨定款に定めております。

(9）取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

　また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議

決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

(10）自己株式取得の決定機関

当社は、経営環境の変化に応じた機動的な資本政策を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、自

己株式を取締役会の決議で取得することができる旨を定款で定めております。

(11）取締役の責任免除

当社は、職務の遂行に当たり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規定

により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であったものを含む。）の損害賠償を、法令の限度において、取

締役会の決議によって免除することができる旨定款で定めております。

(12）監査役の責任免除

当社は、職務の遂行に当たり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規定

により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であったものを含む。）の損害賠償を、法令の限度において、取

締役会の決議によって免除することができる旨定款で定めております。

(13）剰余金の配当

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取

締役会の権限とすることにより株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

(14）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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（15）株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

30銘柄　1,046百万円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　（前事業年度）

　　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

フクダ電子㈱ 22,792 134 取引関係強化

ソニー㈱ 40,593 117 取引関係強化

ユニオンツール㈱ 31,200 92 協力関係強化

ＮＫＫスイッチズ㈱ 125,000 63 協力関係強化

㈱みずほフィナンシャルグ

ループ
266,050 44 取引関係強化

アルプス電気㈱ 22,000 43 取引関係強化

ダイトエレクトロン㈱ 55,170 40 取引関係強化

日本無線㈱ 122,848 36 取引関係強化

㈱三井住友フィナンシャル

グループ
9,113 31 取引関係強化

ジオマテック㈱ 30,900 22 協力関係強化

㈱寺岡製作所 60,000 20 協力関係強化

㈱タムラ製作所 47,850 14 取引関係強化

㈱日立国際電気 9,598 12 取引関係強化

㈱東芝 54,368 11 取引関係強化

セガサミーホールディング

ス㈱
9,300 11 取引関係強化

日立金属㈱ 8,403 9 取引関係強化

野村ホールディングス㈱ 17,434 8 協力関係強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ
15,000 7 取引関係強化

㈱ダイフク 4,051 7 取引関係強化

川崎地質㈱ 14,000 6 取引関係強化

シャープ㈱ 52,000 6 取引関係強化

㈱日立製作所 11,000 5 取引関係強化

ヒロセ電機㈱ 463 5 取引関係強化

岩崎通信機㈱ 34,000 2 取引関係強化

帝国通信工業㈱ 2,000 0 取引関係強化
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　（当事業年度）

　　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

ソニー㈱ 42,648 160 取引関係強化

フクダ電子㈱ 24,209 154 取引関係強化

ユニオンツール㈱ 31,200 108 協力関係強化

ダイトロン㈱ 57,654 70 取引関係強化

アルプス電気㈱ 22,000 69 取引関係強化

ＮＫＫスイッチズ㈱ 125,000 62 協力関係強化

㈱みずほフィナンシャルグ

ループ
266,050 54 取引関係強化

㈱三井住友フィナンシャル

グループ
9,113 36 取引関係強化

日本無線㈱ 25,633 35 取引関係強化

ジオマテック㈱ 30,900 25 協力関係強化

シャープ㈱ 52,000 24 取引関係強化

㈱日立国際電気 9,598 24 取引関係強化

㈱寺岡製作所 60,000 24 協力関係強化

㈱タムラ製作所 48,414 23 取引関係強化

㈱東芝 58,695 14 取引関係強化

セガサミーホールディング

ス㈱
9,300 13 取引関係強化

日立金属㈱ 8,403 13 取引関係強化

野村ホールディングス㈱ 17,434 12 協力関係強化

㈱ダイフク 4,102 11 取引関係強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ
15,000 10 取引関係強化

ヒロセ電機㈱ 463 7 取引関係強化

川崎地質㈱ 14,000 7 取引関係強化

㈱日立製作所 11,000 6 取引関係強化

岩崎通信機㈱ 34,000 2 取引関係強化

帝国通信工業㈱ 2,000 0 取引関係強化

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

　当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　　該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 24 － 24 －

連結子会社 － － － －

計 24 － 24 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、日数等を勘案して決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成してお

ります。

 

２．監査証明について
　　　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成28年４月１日から平成29年

３月31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）の財務諸表につい

て、井上監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　　　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等

の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公

益財団法人財務会計基準機構へ加入し、セミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,723 6,800

受取手形及び売掛金 7,643 6,973

有価証券 124 298

商品及び製品 1,978 1,802

仕掛品 786 747

原材料及び貯蔵品 2,002 2,087

繰延税金資産 137 143

その他 427 459

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 17,821 19,312

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※１ 7,861 ※１ 7,820

減価償却累計額 △4,594 △4,826

建物及び構築物（純額） 3,266 2,994

機械装置及び運搬具 ※１ 10,317 ※１ 10,044

減価償却累計額 △7,729 △7,615

機械装置及び運搬具（純額） 2,588 2,428

工具、器具及び備品 ※１ 3,006 ※１ 3,230

減価償却累計額 △2,567 △2,667

工具、器具及び備品（純額） 439 562

土地 ※１ 2,549 ※１ 2,549

建設仮勘定 3 137

有形固定資産合計 8,846 8,672

無形固定資産 186 268

投資その他の資産   

投資有価証券 1,453 1,615

繰延税金資産 216 183

その他 613 607

貸倒引当金 △26 △25

投資その他の資産合計 2,257 2,380

固定資産合計 11,291 11,321

資産合計 29,113 30,633
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,634 2,365

短期借入金 ※１ 1,606 ※１ 1,174

未払法人税等 192 249

賞与引当金 51 51

その他 ※１ 1,007 ※１ 1,250

流動負債合計 5,492 5,091

固定負債   

長期借入金 ※１ 1,713 ※１ 1,693

退職給付に係る負債 1,856 1,902

役員退職慰労引当金 42 45

その他 166 180

固定負債合計 3,779 3,820

負債合計 9,272 8,912

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,555 1,555

資本剰余金 1,459 1,459

利益剰余金 17,755 19,659

自己株式 △2,339 △2,339

株主資本合計 18,429 20,334

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 191 358

為替換算調整勘定 1,236 1,017

退職給付に係る調整累計額 △16 11

その他の包括利益累計額合計 1,410 1,387

純資産合計 19,840 21,721

負債純資産合計 29,113 30,633
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 27,947 24,461

売上原価 ※１,※２ 21,775 ※１,※２ 18,106

売上総利益 6,172 6,354

販売費及び一般管理費   

役員報酬 123 129

給与賞与 1,412 1,425

退職給付費用 95 71

減価償却費 163 196

研究開発費 ※１ 143 ※１ 172

その他 1,866 1,797

販売費及び一般管理費合計 3,804 3,793

営業利益 2,367 2,561

営業外収益   

受取利息 33 20

受取配当金 19 19

為替差益 － 11

その他 58 54

営業外収益合計 111 106

営業外費用   

支払利息 19 9

為替差損 64 －

環境対策費用 － 6

機械装置除却損 1 3

その他 22 4

営業外費用合計 107 24

経常利益 2,371 2,643

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 98 －

投資有価証券売却益 1 －

受取保険金 2 －

特別利益合計 102 －

特別損失   

投資有価証券評価損 26 －

災害による損失 ※４ 56 －

保険解約損 － 0

事業構造改善費用 ※５ 75 －

為替換算調整勘定取崩額 ※６ 78 －

減損損失 ※７ 116 ※７ 5

特別損失合計 353 5

税金等調整前当期純利益 2,121 2,638

法人税、住民税及び事業税 615 561

法人税等調整額 △36 △38

法人税等合計 579 522

当期純利益 1,542 2,115

親会社株主に帰属する当期純利益 1,542 2,115
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当期純利益 1,542 2,115

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △137 167

繰延ヘッジ損益 △9 －

為替換算調整勘定 △710 △219

退職給付に係る調整額 23 28

その他の包括利益合計 ※１ △833 ※１ △23

包括利益 708 2,091

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 708 2,091

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,555 1,459 16,375 △2,339 17,049

当期変動額      

剰余金の配当   △161  △161

親会社株主に帰属する当期
純利益

  1,542  1,542

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 1,380 △0 1,380

当期末残高 1,555 1,459 17,755 △2,339 18,429

 

       

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調
整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 329 9 1,946 △40 2,244 19,294

当期変動額       

剰余金の配当      △161

親会社株主に帰属する当期
純利益

     1,542

自己株式の取得      △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△137 △9 △710 23 △833 △833

当期変動額合計 △137 △9 △710 23 △833 546

当期末残高 191 － 1,236 △16 1,410 19,840
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当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,555 1,459 17,755 △2,339 18,429

当期変動額      

剰余金の配当   △210  △210

親会社株主に帰属する当期
純利益

  2,115  2,115

自己株式の取得     －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 1,905 － 1,905

当期末残高 1,555 1,459 19,659 △2,339 20,334

 

       

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調
整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 191 － 1,236 △16 1,410 19,840

当期変動額       

剰余金の配当      △210

親会社株主に帰属する当期
純利益

     2,115

自己株式の取得      －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

167 － △219 28 △23 △23

当期変動額合計 167 － △219 28 △23 1,880

当期末残高 358 － 1,017 11 1,387 21,721
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,121 2,638

減価償却費 965 939

減損損失 116 5

為替換算調整勘定取崩額 78 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 107 86

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

受取利息及び受取配当金 △52 △39

支払利息 19 9

為替差損益（△は益） 85 15

固定資産売却損益（△は益） △98 －

投資有価証券評価損益（△は益） 26 －

投資有価証券売却損益（△は益） △1 －

保険解約損益（△は益） △2 0

売上債権の増減額（△は増加） △510 571

たな卸資産の増減額（△は増加） △204 37

仕入債務の増減額（△は減少） 137 △212

その他の増減 △51 217

小計 2,734 4,268

利息及び配当金の受取額 51 41

利息の支払額 △18 △9

法人税等の支払額 △599 △503

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,167 3,797

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △53 △70

定期預金の払戻による収入 12 81

有価証券の取得による支出 △100 －

有価証券の売却及び償還による収入 326 119

有形固定資産の取得による支出 △649 △880

有形固定資産の売却による収入 155 22

無形固定資産の取得による支出 △42 △116

投資有価証券の取得による支出 △527 △224

投資有価証券の売却による収入 403 0

貸付けによる支出 △2 △13

貸付金の回収による収入 6 4

その他の投資による支出 △25 △12

その他の投資による収入 47 30

投資活動によるキャッシュ・フロー △450 △1,060

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △379 △200

長期借入れによる収入 900 900

長期借入金の返済による支出 △1,081 △1,152

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △161 △210

財務活動によるキャッシュ・フロー △722 △663

現金及び現金同等物に係る換算差額 △247 △11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 747 2,062

現金及び現金同等物の期首残高 3,904 4,688

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 36 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,688 ※１ 6,751
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　19社

　（主要な連結子会社の名称）

HIKAM AMERICA INC.

福泰克香港有限公司

福泰克（連雲港）電子有限公司

四国電線株式会社

四国電線（香港）有限公司

四国電線（東莞）有限公司

(2）非連結子会社

　　非連結子会社はありません。

２. 持分法適用に関する事項

　　持分法適用会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち決算日が12月31日である福泰克（連雲港）電子有限公司他16社については、連結決算日で

ある３月31日に仮決算を行い連結しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

 （イ）満期保有目的の債券

　　　 償却原価法（定額法）によっております。

 （ロ）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ　たな卸資産

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

 定額法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物及び構築物　　　　８～60年

　　機械装置及び運搬具　　４～30年

ロ　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
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(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金

 国内連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しております。

ハ　役員退職慰労引当金

　一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した連結会計年度から費用処理しておりま

す。

(5）重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

　なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりであります。

　　ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…製品輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引

ハ　ヘッジ方針

　当社の内規である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効

性を評価しております。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結

会計年度の費用として処理しております。
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（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を

当連結会計年度から適用しております。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「販売費および一般管理費」の「運賃」は金額的重要

性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の

変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「販売費および一般管理費」の「運賃」に表示し

ていた169百万円は、「その他」として組み替えております。

 

　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「機械装置除却損」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、営業外費用の「その他」に含めて表示していた

１百万円は、営業外費用の「機械装置除却損」として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産並びに担保付債務は次のとおりであります。

担保資産

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

建物及び構築物 481百万円 （　102百万円） 129百万円 （　 88百万円）

機械装置及び運搬具 0 （　　0　　　） 0 （　　0　　　）

工具、器具及び備品 0 （　　0　　　） 0 （　　0　　　）

土地 2,017 （　344　　　） 494 （　344　　　）

合計 2,498 （　447　　　） 624 （　433　　　）

 

担保付債務

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

短期借入金 840百万円 （ 840百万円） 873百万円 （ 873百万円）

長期借入金 1,562 （1,562　　　） 1,493 （1,493　　　）

その他（流動負債） 19 （ 　－　　　） － （ 　－　　　）

合計 2,422 （2,402　　　） 2,366 （2,366　　　）

　上記のうち（　）内数は工場財団抵当並びに当該債務を示しております。

 

　２　受取手形裏書高

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

受取手形裏書高 6百万円 7百万円

 

 

（連結損益計算書関係）

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

研究開発費 152百万円 183百万円

 

※２　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価の切下額（△は戻入額）

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

売上原価 47百万円 △53百万円
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※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

土地　　　　　　　　　　　　　　　　　81百万円

建物　　　　　　　　　　　　　　　　　16

　　　　　　　　　　－百万円

－

合計　　　　　　　　　　　　　　　　98 －

 

※４　災害による損失

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　災害による損失56百万円は、台風18号によって被害を受けた古河事業所の復旧費用等であります。

 

※５　事業構造改善費用

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　事業構造改善費用75百万円は、福泰克（深圳）有限公司の工場縮小に伴う費用で、設備移転費用56百万円、

経済補償金18百万円であります。

 

※６　為替換算調整勘定取崩額

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　為替換算調整勘定取崩額78百万円は、福泰克（深圳）電子有限公司（住所：中華人民共和国香港）の清算に

伴う取崩額であります。

 

※７　減損損失

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

場所 用途 種類 金額（百万円）

HEWTECH(TAHILAND)CO., LTD.（タイ王国） 事業用資産 機械装置 111

静岡県周智群森町 遊休資産 土地 4

　当社グループは、事業用資産について工場ごとにグルーピングを行っており、賃貸用資産及び遊休資産につ

いては物件ごとにグルーピングを行っております。

　上記の事業用資産について、事業環境の悪化による収益性の低下に伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。

　なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却見込価額に基づいて算定しており

ます。

　また、上記の遊休資産について、時価の下落に伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しました。

　なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、路線価を基礎として合理的に調整した

価額により評価しております。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △202百万円 234百万円

組替調整額 △1 △0

税効果調整前 △204 234

税効果額 66 △66

その他有価証券評価差額金 △137 167

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 △13 －

組換調整額 － －

税効果調整前 △13 －

税効果額 4 －

繰延ヘッジ損益 △9 －

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △789 △219

組換調整額 78 －

為替換算調整勘定 △710 △219

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 2 12

組換調整額 33 27

税効果調整前 36 40

税効果額 △12 △12

退職給付に係る調整額 23 28

その他の包括利益合計 △833 △23
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１、２ 8,813,900 8,813,900 － 17,627,800

合計 8,813,900 8,813,900 － 17,627,800

自己株式     

普通株式（注）１、３ 1,789,972 1,790,188 － 3,580,160

合計 1,789,972 1,790,188 － 3,580,160

　（注）１．当社は、平成28年２月４日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

２．普通株式の発行済株式総数の増加8,813,900株は株式分割によるものであります。

３．普通株式の自己株式数の増加1,790,060株は株式分割によるもの、128株は単元未満株式の買取りによるもの

であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 84 12 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年11月２日

取締役会
普通株式 77 11 平成27年９月30日 平成27年12月４日

（注）当社は平成28年２月４日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記の１株当たり配

当額については、株式分割前の株式数を基準に記載しております。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月20日

取締役会
普通株式 126 利益剰余金 ９ 平成28年３月31日 平成28年６月14日
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当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 17,627,800 － － 17,627,800

合計 17,627,800 － － 17,627,800

自己株式     

普通株式 3,580,160 － － 3,580,160

合計 3,580,160 － － 3,580,160

 

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月20日

取締役会
普通株式 126 9 平成28年３月31日 平成28年６月14日

平成28年11月２日

取締役会
普通株式 84 6 平成28年９月30日 平成28年12月８日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年５月16日

取締役会
普通株式 175 利益剰余金 12.50 平成29年３月31日 平成29年６月13日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 4,723百万円 6,800百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △37 △48

取得日から３ヶ月以内に償還期限
の到来する短期投資（有価証券）

3 －

現金及び現金同等物 4,688 6,751
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的

な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しておりま

す。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

 (2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行

うに当たり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

　有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、

市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建

てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されておりま

す。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為

替予約取引を行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ

有効性評価の方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針

に関する事項(５)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、販売規程に従い、営業債権について、営業本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。連結子会社についても、当社の販売規程に準じて、同様の管理を行っておりま

す。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため、信用リスク

はほとんどないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建の営業債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、先物為替予

約を利用してヘッジすることがあります。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握して

おります。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めたデリバティブ取引管理

規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

 ③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社についても、同様の管理を行っており

ます。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

　　　 前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

 (1)現金及び預金 4,723 4,723 －

 (2)受取手形及び売掛金 7,643 7,643 －

 (3)有価証券及び投資有価証券 1,496 1,472 △24

　 資産計 13,863 13,838 △24

 (1)支払手形及び買掛金 2,634 2,634 －

 (2)短期借入金 1,606 1,606 0

 (3)未払法人税等 192 192 －

 (4)長期借入金 1,713 1,713 0

　 負債計 6,146 6,146 0

 

　　　 当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

 (1)現金及び預金 6,800 6,800 －

 (2)受取手形及び売掛金 6,973 6,973 －

 (3)有価証券及び投資有価証券 1,832 1,757 △75

　 資産計 15,606 15,531 △75

 (1)支払手形及び買掛金 2,365 2,365 －

 (2)短期借入金 1,174 1,174 0

 (3)未払法人税等 249 249 －

 (4)長期借入金 1,693 1,693 0

　 負債計 5,482 5,482 0
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　　（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

（3）有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関

等から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注

記事項「有価証券関係」をご参照ください。

 

負　債

（1）支払手形及び買掛金、（3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

（2）短期借入金、（4）長期借入金

　変動金利の借入金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。固定金利の借入金については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利

率で割引いた現在価値により算定しております。

 

デリバティブ取引

　期末残高が無いため、該当事項はありません。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当連結会計年度

（平成29年３月31日）

非上場株式等 81 81

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)有価

証券及び投資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

　現金及び預金 4,723 － － －

　受取手形及び売掛金 7,643 － － －

　有価証券及び投資有価証券     

　 満期保有目的の債券     

　 　社債 90 592 － －

　 その他有価証券のうち

　 満期があるもの
    

　 　社債 － － － －

　 　その他 30 － － －

合計 12,487 592 － －

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

　現金及び預金 6,800 － － －

　受取手形及び売掛金 6,973 － － －

　有価証券及び投資有価証券     

　 満期保有目的の債券     

　 　社債 300 494 － －

　 その他有価証券のうち

　 満期があるもの
    

　 　社債 － － － －

　 　その他 － － － －

合計 14,073 494 － －

 

４．借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 1,606 － － － － －

長期借入金 － 695 599 299 120 －

合計 1,606 695 599 299 120 －

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 1,174 － － － － －

長期借入金 － 824 524 345 － －

合計 1,174 824 524 345 － －
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 90 91 0

(3）その他 － － －

小計 90 91 0

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 592 567 △25

(3）その他 － － －

小計 592 567 △25

合計 683 658 △24

 
当連結会計年度（平成29年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 296 296 0

(3）その他 － － －

小計 296 296 0

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 499 424 △75

(3）その他 － － －

小計 499 424 △75

合計 795 720 △75
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２．その他有価証券

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 698 417 280

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 698 417 280

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 81 106 △24

(2）債券 － － －

(3）その他 33 33 －

小計 115 140 △24

合計 813 557 255

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　81百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

　　　困難と認められることから、上表「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 973 471 501

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 973 471 501

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 63 74 △10

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 63 74 △10

合計 1,036 545 490

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　81百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

　　　困難と認められることから、上表「その他有価証券」には含めておりません。

 

３．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

その他 404 1 －

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

株式 0 0 －
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４．減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度において、有価証券について26百万円（非上場株式26百万円）減損処理を行っております。当連結

会計年度においては、該当ありません。

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び確定拠出年金制度を採用しております。従

業員の退職に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない特別加算金を支払う

ことがあります。一部の連結子会社は、従業員の給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度、確定拠出年金制

度及び中小企業退職共済金制度を採用しております。

　また、一部の連結子会社は複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しておりますが、自社の拠出に対応する年

金資産の額を合理的に計算することができないため、確定拠出制度と同様に会計処理しております。なお、重要性

に乏しいため、複数事業主制度に係る注記の記載は省略しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

退職給付債務の期首残高 1,785百万円 1,856百万円

勤務費用 133 116

利息費用 15 15

数理計算上の差異の発生額 △3 △16

退職給付の支払額 △67 △67

その他 △6 △2

退職給付債務の期末残高 1,856 1,902

（注）１.連結子会社は退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。

　　　２.「その他」は為替換算差額であります。

 

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 1,856百万円 1,902百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,856 1,902

   

退職給付に係る負債 1,856 1,902

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,856 1,902

 

(3）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

勤務費用 133百万円 116百万円

利息費用 15 15

数理計算上の差異の費用処理額 32 24

その他 7 6

確定給付制度に係る退職給付費用 188 162

（注）１．簡便法により計算した退職給付費用は、「勤務費用」に含めております。

　　　２．「その他」は特別加算金であります。
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(4）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

数理計算上の差異 △36百万円 △40百万円

合　計 △36 △40

 

(5）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

未認識数理計算上の差異 23百万円 △16百万円

合　計 23 △16

 

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

割引率 0.94％ 0.94％

予想昇給率 3.98％ 3.33％

（注）割引率は加重平均で表しております。

 

３．確定拠出制度

　確定拠出制度（確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度を含む。）への要拠出

額は、前連結会計年度98百万円、当連結会計年度43百万円であります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）

 
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

  （百万円）   （百万円） 

繰延税金資産        

研究開発費否認  25    29  

未払事業税否認  11    16  

たな卸資産評価損否認  57    60  

退職給付に係る負債繰入限度超過額  553    559  

貸倒引当金損金算入限度超過額  40    10  

賞与引当金損金算入限度超過額  14    16  

投資有価証券評価損否認  28    32  

ゴルフ会員権等評価損否認  9    13  

減損損失否認  23    34  

減価償却費否認  25    56  

連結会社間内部利益消去  13    15  

その他  52    90  

繰延税金資産小計  856    936  

評価性引当額  △133    △178  

繰延税金資産合計  723    757  

繰延税金負債        

固定資産圧縮積立金  △300    △299  

その他有価証券評価差額金  △64    △131  

連結会社間内部利益消去  △0    △0  

その他  △17    △27  

繰延税金負債合計  △381    △458  

繰延税金資産の純額  341    299  

 

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の次の項目に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）

 
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

  （百万円）   （百万円） 

流動資産－繰延税金資産  137    143  

固定資産－繰延税金資産  216    183  

流動負債－その他  △0    △1  

固定負債－その他  △12    △25  
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 前連結会計年度
（平成28年３月31日）

 当連結会計年度
（平成29年３月31日）

  （％）   （％）

法定実効税率  33.1    30.9  

（調整）        

試験研究費等に係る法人税額の特別控除額  △2.3    △2.8  

震災特例法による特別控除額  △0.6    △0.1  

所得拡大税制による特別控除額  △0.6    △0.7  

評価性引当額の増減  1.8    △0.9  

連結子会社に係る税率差異  △4.5    △7.3  

税率変更による期末繰延税金資産の修正  1.0    －  

その他  △0.5    0.8  

税効果会計適用後の法人税等の負担率  27.3    19.8  

 

（賃貸等不動産関係）

　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の建物等（土地を含む。）を有して

おります。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は118百万円（賃貸収益は売上高に、

主な賃貸費用は売上原価に計上）、固定資産売却益は98百万円、減損損失は４百万円であります。当連結会計

年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は118百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原

価に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 

前連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

連結貸借対照表計上額

　期首残高 2,006 1,938

　期中増減額 △68 △16

　期末残高 1,938 1,921

　期末時価 2,250 2,008

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま

す。

　　　２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少は、静岡県森町の遊休不動産の売却によるものであり

ます。

　　　３．期末の時価は、路線価を基礎として合理的に調整した金額により評価しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、各事業本部において取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事

業活動を展開しております。

したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「電

線・加工品」及び「電子・医療部品」の２つを報告セグメントとしております。

「電線・加工品」は、機器用電線・加工品、ファインケーブル・加工品、電源コード・電源パーツ及びワ

イヤーハーネス等を生産しております。「電子・医療部品」は、デバイス機器・電子部品及び特殊チュー

ブ・加工品等を生産しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいております。

　また、共用資産については、各報告セグメントに配分しておりませんが、関連する費用については、合理

的な基準に基づき各報告セグメントに配分しております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

Ⅰ　前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結財務諸
表計上額
（注）３ 

電線・加工
品

電子・医療

部品
計

売上高        

外部顧客への売上高 23,139 4,657 27,796 151 27,947 － 27,947

セグメント間の内部売

上高又は振替高
62 7 70 － 70 △70 －

計 23,201 4,664 27,866 151 28,017 △70 27,947

セグメント利益 2,307 537 2,844 94 2,939 △571 2,367

セグメント資産 17,831 4,912 22,743 1,865 24,608 4,504 29,113

その他の項目        

減価償却費 722 206 929 15 944 20 965

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
566 215 781 － 781 51 833

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、転売品及び不動産事業

　　等を含んでおります。

２．調整額の主な内容は、次のとおりです。

　（1）セグメント利益の調整額△５億71百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

５億70百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費で

あります。

　（2）セグメント資産の調整額45億４百万円の主な内容は、各報告セグメントに配分していない現金及

び預金、有価証券、建物及び構築物等であります。

　（3）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額51百万円の主な内容は、各報告セグメントに

配分していない工具、器具及び備品、ソフトウェア等の設備投資額であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結財務諸
表計上額
（注）３ 

電線・加工
品

電子・医療

部品
計

売上高        

外部顧客への売上高 19,951 4,362 24,314 147 24,461 － 24,461

セグメント間の内部売

上高又は振替高
14 9 23 － 23 △23 －

計 19,966 4,372 24,338 147 24,485 △23 24,461

セグメント利益 2,567 511 3,078 82 3,160 △599 2,561

セグメント資産 18,867 4,455 23,322 1,850 25,172 5,460 30,633

その他の項目        

減価償却費 677 217 894 15 910 29 939

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
692 254 947 － 947 73 1,021

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、転売品及び不動産事業

　　等を含んでおります。

２．調整額の主な内容は、次のとおりです。

　（1）セグメント利益の調整額△５億99百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

５億99百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費で

あります。

　（2）セグメント資産の調整額54億60百万円の主な内容は、各報告セグメントに配分していない現金及

び預金、有価証券、建物及び構築物等であります。

　（3）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額73百万円の主な内容は、各報告セグメントに

配分していない工具、器具及び備品、ソフトウェア等の設備投資額であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に開示しておりますので記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）
 

日本 アメリカ 中国
アジア

（中国除く）
その他 合計

13,620 5,964 5,566 2,681 113 27,947

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）
 

日本 北米 中国
アジア

（中国除く）
合計

5,764 318 1,753 1,009 8,846

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

FIRST SOLAR INC. 3,158 電線・加工品

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に開示しておりますので記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）
 

日本 アメリカ 中国
アジア

（中国除く）
その他 合計

12,737 3,117 5,698 2,769 139 24,461

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）
 

日本 北米 中国
アジア

（中国除く）
合計

5,766 291 1,719 894 8,672

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客はありませんので記載を

省略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

    （単位：百万円）

 電線・加工品
電子・医療

部品
その他 全社・消去 合計

減損損失 93 18 － 4 116

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

    （単位：百万円）

 電線・加工品
電子・医療

部品
その他 全社・消去 合計

減損損失 3 1 － － 5

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

 該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

 
１株当たり純資産額   1,412円40銭

１株当たり当期純利益金額   109円77銭
 

 
１株当たり純資産額   1,546円29銭

１株当たり当期純利益金額   150円57銭
 

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２．平成28年２月４日付けで普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。なお、１株当

たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額については、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われた

と仮定して算定しております。

　　　　３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益（百万

円）
1,542 2,115

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益（百万円）
1,542 2,115

期中平均株式数（千株） 14,047 14,047

 

（重要な後発事象）

　当社が保有している社債（貸借対照表計上額198百万円）の発行先であるタカタ㈱は、平成29年６月26日に東

京地方裁判所へ民事再生法の適用申請を行い、受理されました。再生計画の認可決定等はまだなされておりませ

ん。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 454 254 0.7 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,152 920 0.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除
く。）

1,713 1,693 0.3 平成30年～33年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除
く。）

－ － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 3,319 2,867 　　　　－ －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は次のとおりでありま

す。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 824 524 345 －

 

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 5,940 12,124 18,438 24,461

税金等調整前四半期（当期）純利

益金額（百万円）
536 1,431 2,120 2,638

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益金額（百万円）
418 1,121 1,685 2,115

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
29.77 79.87 120.00 150.57

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
29.77 50.10 40.13 30.57
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,567 2,265

受取手形 853 1,144

売掛金 ※２ 3,673 ※２ 2,936

有価証券 94 298

製品 658 592

半製品 269 252

原材料 525 519

仕掛品 442 387

貯蔵品 52 69

前払費用 5 5

繰延税金資産 67 75

短期貸付金 ※２ 36 ※２ 7

未収入金 ※２ 324 ※２ 442

その他 ※２ 17 ※２ 19

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 8,586 9,014

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 1,936 ※１ 1,805

構築物 31 24

機械及び装置 ※１ 694 ※１ 650

車両運搬具 1 2

工具、器具及び備品 ※１ 305 ※１ 393

土地 ※１ 2,153 ※１ 2,153

建設仮勘定 － 45

有形固定資産合計 5,122 5,075

無形固定資産   

電話加入権 1 1

ソフトウエア 19 112

その他 30 －

無形固定資産合計 51 114

投資その他の資産   

投資有価証券 1,422 1,543

関係会社株式 3,055 3,055

関係会社出資金 188 188

繰延税金資産 171 149

保険積立金 298 293

その他 ※２ 384 ※２ 325

貸倒引当金 △130 △130

投資その他の資産合計 5,390 5,425

固定資産合計 10,564 10,615

資産合計 19,151 19,630
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 6 3

電子記録債務 433 454

買掛金 ※２ 828 ※２ 619

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 1,048 ※１ 919

未払金 125 165

未払費用 ※１,※２ 327 ※１,※２ 413

未払法人税等 92 126

未払消費税等 49 105

前受金 25 28

預り金 58 70

流動負債合計 2,997 2,907

固定負債   

長期借入金 ※１ 1,712 ※１ 1,693

退職給付引当金 1,653 1,711

長期未払金 15 15

その他 130 130

固定負債合計 3,511 3,550

負債合計 6,509 6,458

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,555 1,555

資本剰余金   

資本準備金 1,459 1,459

資本剰余金合計 1,459 1,459

利益剰余金   

利益準備金 119 119

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 679 679

別途積立金 9,474 9,474

繰越利益剰余金 1,503 1,893

利益剰余金合計 11,777 12,166

自己株式 △2,339 △2,339

株主資本合計 12,451 12,841

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 190 331

評価・換算差額等合計 190 331

純資産合計 12,641 13,172

負債純資産合計 19,151 19,630
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 ※１ 11,700 ※１ 11,044

売上原価 ※１ 9,288 ※１ 8,354

売上総利益 2,412 2,690

販売費及び一般管理費 ※２ 1,915 ※２ 1,993

営業利益 496 696

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 58 56

その他 22 22

営業外収益合計 81 79

営業外費用   

支払利息 10 7

為替差損 72 20

その他 1 7

営業外費用合計 84 35

経常利益 493 740

特別利益   

固定資産売却益 98 －

投資有価証券売却益 1 －

受取保険金 2 －

特別利益合計 102 －

特別損失   

投資有価証券評価損 26 －

災害による損失 ※３ 56 －

減損損失 4 －

関係会社貸倒引当金繰入額 ※４ 104 －

保険解約損 － 0

特別損失合計 191 0

税引前当期純利益 404 740

法人税、住民税及び事業税 135 179

法人税等調整額 △14 △39

法人税等合計 120 139

当期純利益 283 600
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
固定資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,555 1,459 1,459 119 664 9,474 1,396 11,655

当期変動額         

固定資産圧縮積立金の積立     15  △15 －

固定資産圧縮積立金の取崩     －  － －

剰余金の配当       △161 △161

当期純利益       283 283

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － 15 － 106 121

当期末残高 1,555 1,459 1,459 119 679 9,474 1,503 11,777

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △2,339 12,329 322 9 332 12,661

当期変動額       

固定資産圧縮積立金の積立  －    －

固定資産圧縮積立金の取崩  －    －

剰余金の配当  △161    △161

当期純利益  283    283

自己株式の取得 △0 △0    △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  △132 △9 △141 △141

当期変動額合計 △0 121 △132 △9 △141 △20

当期末残高 △2,339 12,451 190 － 190 12,641
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当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
固定資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,555 1,459 1,459 119 679 9,474 1,503 11,777

当期変動額         

固定資産圧縮積立金の積立     －  － －

固定資産圧縮積立金の取崩     △0  0 －

剰余金の配当       △210 △210

当期純利益       600 600

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － △0 － 390 389

当期末残高 1,555 1,459 1,459 119 679 9,474 1,893 12,166

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △2,339 12,451 190 － 190 12,641

当期変動額       

固定資産圧縮積立金の積立  －    －

固定資産圧縮積立金の取崩  －    －

剰余金の配当  △210    △210

当期純利益  600    600

自己株式の取得  －    －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  140  140 140

当期変動額合計 － 389 140 － 140 530

当期末残高 2,339 12,841 331 － 331 13,172
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１.資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

①　満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）によっております。

②　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

③　その他有価証券

　時価のあるもの

　事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）によっております。

　時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

(2）デリバティブ

　時価法を採用しております。

(3）たな卸資産

①　製品、半製品、仕掛品、原材料

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）によって

おります。

②　貯蔵品

　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）によっておりま

す。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　８～60年

機械装置　　　　　　７～30年

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）で、発生時

から定額法により費用処理を行っております。
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４．重要なヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理によっております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…製品輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引

(3）ヘッジ方針

　当社の内規である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性

を評価しております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業

年度の費用として処理しております。

（2）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表における会計処理

の方法と異なっております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を

当事業年度から適用しております。
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（貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産並びに担保付債務は次のとおりであります。

担保資産

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

建物 481百万円 129百万円

機械及び装置 0 0

工具、器具及び備品 0 0

土地 2,017 494

合計 2,498 624

 

担保付債務

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 786百万円 819百万円

長期借入金 1,562 1,493

未払費用 19 －

関係会社の短期借入金 54 54

合計 2,422 2,366

 

※２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

短期金銭債権 341百万円 449百万円

長期金銭債権 293 215

短期金銭債務 153 100
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　３．債務保証

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

福泰克（連雲港）電子有限公司の短期借入金 54百万円 54百万円

 

　４．受取手形裏書高

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

受取手形裏書高 6百万円 7百万円

 

 

（損益計算書関係）

※１.関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

売上高 240百万円 223百万円

仕入高 3,197 2,668

営業取引以外の取引高 28 27

 

※２.販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度36％、当事業年度33％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度64％、当事業年度67％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

給料、賞与 809百万円 848百万円

退職給付費用 83 60

減価償却費 105 144

 

※３.災害による損失

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

災害による損失56百万円は、台風18号によって被害を受けた古河事業所の復旧費用等であります。

 

※４.関係会社貸倒引当金繰入額

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

連結子会社であるHEWTECH(THAILAND)CO.,LTD.に対する長期未収入金104百万円（設備の売却代金）の回

収に疑義が生じたため、関係会社貸倒引当金繰入額を計上しております。

 

（有価証券関係）

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は3,055百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は3,055百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）

 
当事業年度

（平成29年３月31日）

繰延税金資産  （百万円）   （百万円） 

貸倒引当金損金算入限度超過額  40    40  

研究開発費否認  25    29  

減価償却費超過額  23    29  

退職給付引当金超過額  506    524  

投資有価証券評価損否認  28    28  

ゴルフ会員権等評価損否認  9    9  

たな卸資産評価損否認  25    25  

減損損失否認  18    18  

その他  28    31  

繰延税金資産小計  707    737  

評価性引当額  △104    △94  

繰延税金資産合計  603    643  

繰延税金負債        

固定資産圧縮積立金  △300    △299  

その他有価証券評価差額金  △63    △118  

繰延税金負債合計  △363    △418  

繰延税金資産（負債）の純額  239    224  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）

 
当事業年度

（平成29年３月31日）

 

法定実効税率

（調整）

研究開発費等に係る法人税額の特別控除額

震災特例法による特別控除額

所得拡大促進税制による特別控除額

評価性引当額の増減

住民税等均等割等

受取配当等

税率変更による期末繰延税金資産の修正

その他

　　　　　（％）

33.1

 

△10.4

△3.4

△2.8

10.8

3.0

△2.6

4.0

△1.8

 　　　　　（％）

30.9

 

△9.1

△0.5

△2.1

△1.3

1.8

△1.3

－

0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.9  18.9

 

（重要な後発事象）

　当社が保有している社債（貸借対照表計上額198百万円）の発行先であるタカタ㈱は、平成29年６月26日に東

京地方裁判所へ民事再生法の適用申請を行い、受理されました。再生計画の認可決定等はまだなされておりませ

ん。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区　分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産

建物 4,565 7 － 139 4,573 2,767

構築物 364 2 0 9 366 342

機械及び装置 3,803 75 153 95 3,724 3,074

車両運搬具 18 1 1 0 18 15

工具、器具及び備品 2,325 229 47 140 2,507 2,113

土地 2,153 － － － 2,153 －

建設仮勘定 － 128 82 － 45 －

計 13,230 444 285 386 13,389 8,314

無形固定資産

電話加入権 － － － － 1 －

ソフトウエア － － － 13 141 28

計 － － － 13 143 28

 （注）

　　　　１.無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。

　　　　２.当期首残高及び当期末残高については、取得価額により記載しております。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 131 － 0 130

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎決算日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　みずほ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他のやむを得ない事由により

電子公告による公告をすることができないときは、日本経済新聞に

掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.hewtech.co.jp/ir/index.html

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利及び株主の有する株式数に応じて募集株式及び募集新株予約権の割り当てを受ける権利並びに

単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第75期）（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）平成28年６月29日関東財務局長に提出

(２）内部統制報告書及びその添付書類

平成28年６月29日関東財務局長に提出

(３）四半期報告書及び確認書

（第76期第１四半期）（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）平成28年８月９日関東財務局長に提出

（第76期第２四半期）（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）平成28年11月７日関東財務局長に提出

（第76期第３四半期）（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）平成29年２月９日関東財務局長に提出

(４）臨時報告書

平成28年７月４日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 平成29年６月29日

平河ヒューテック株式会社
 　取 締 役 会　 御中

 

 

 井 上 監 査 法 人 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 萱　嶋　秀　雄　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 平　松　正　己　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている平河ヒューテック株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、平河

ヒューテック株式会社及び連結子会社の平成２９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社が保有している社債の発行先が、平成29年６月26日に東京地方裁判所へ

民事再生法の適用申請を行い、受理された。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、平河ヒューテック株式会社

の平成２９年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、平河ヒューテック株式会社が平成２９年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　（注）１．上記は監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当
社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

 平成29年６月29日

平河ヒューテック株式会社
 　取 締 役 会　 御中

 

 

 井 上 監 査 法 人 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 萱　嶋　秀　雄　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 平　松　正　己　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている平河ヒューテック株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第７６期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、平河

ヒューテック株式会社の平成２９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社が保有している社債の発行先が、平成29年６月26日に東京地方裁判所へ

民事再生法の適用申請を行い、受理された。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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